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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バッテリの電力を利用して駆動する放電元及び放電先の電動移動体に関し、前記放電元
の電動移動体から電力の供給を受ける前記放電先の電動移動体に向けて前記放電元の電動
移動体のバッテリから放電される放電量に関する情報が入力されたとき、当該放電量が前
記バッテリから放電された場合を想定し、放電後に残った前記バッテリの電力を利用して
前記放電元の電動移動体が移動可能な場所に関する情報を、放電前に表示する走行可能情
報表示部を備え、
　前記移動可能な場所に関する情報は、到達可能な充電場所であって、
　前記充電場所は、給電設備が設置された場所、或いは、目的地である、情報処理装置。
【請求項２】
　前記移動可能な場所に関する情報は、前記到達可能な充電場所と、移動可能な距離、当
該移動可能な距離を所定速度で移動した場合に移動可能な時間、および移動可能なエリア
のいずれか１つ又は複数との組み合わせである、請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項３】
　前記放電量に関する情報は、放電後に、放電元の前記電動移動体が到達可能な第１の充
電場所、前記放電先の電動移動体が到達可能な第２の充電場所、或いは、前記第１及び第
２の充電場所の組である、
　請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項４】
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　前記放電量に関する情報として前記第１の充電場所が入力された場合に、現在の場所か
ら前記第１の充電場所までの距離と、単位電力当たりに前記放電元の電動移動体が移動可
能な距離と、に基づいて前記放電量を算出する演算処理部をさらに備え、
　前記演算処理部は、前記放電元の電動移動体が少なくとも前記第１の充電場所まで到達
できるだけの電力を前記バッテリに残すように前記放電量を算出する、
　請求項３に記載の情報処理装置。
【請求項５】
　前記演算処理部は、前記放電元の電動移動体が少なくとも前記第１の充電場所まで到達
できるだけの電力を前記バッテリに残し、かつ、前記放電先の電動移動体が少なくとも最
寄りの充電場所まで到達できるように前記放電量を算出する、
　請求項４に記載の情報処理装置。
【請求項６】
　前記走行可能情報表示部は、前記演算処理部により算出された放電量に基づき、前記放
電元の電動移動体が移動可能なエリア、及び前記放電先の電動移動体が移動可能なエリア
を区別可能な形式で地図上に表示する、
　請求項５に記載の情報処理装置。
【請求項７】
　前記走行可能情報表示部は、前記演算処理部により算出された放電量に基づき、前記放
電元の電動移動体が移動可能なエリアに含まれる充電場所、及び前記放電先の電動移動体
が移動可能なエリアに含まれる充電場所を区別可能な形式で地図上に表示する、
　請求項５に記載の情報処理装置。
【請求項８】
　前記放電量に関する情報を入力するためのユーザ入力部をさらに備え、
　前記ユーザ入力部は、放電前に前記放電元の電動移動体が到達不可能な第３の充電場所
、又は、放電前に前記放電先の電動移動体が到達可能な第４の充電場所が選択されないよ
うにユーザの入力を制限する、
　請求項４に記載の情報処理装置。
【請求項９】
　前記放電量に関する情報として前記第２の充電場所が入力された場合に、現在の場所か
ら前記第２の充電場所までの距離と、単位電力当たりに前記放電先の電動移動体が移動可
能な距離と、に基づいて前記放電量を算出する演算処理部をさらに備え、
　前記演算処理部は、前記放電先の電動移動体が少なくとも前記第２の充電場所まで到達
できるように前記放電量を算出する、
　請求項３に記載の情報処理装置。
【請求項１０】
　放電後に前記放電元の電動移動体が移動可能なエリアに充電場所が少なくとも１つ含ま
れ、かつ、放電後に前記放電先の電動移動体が移動可能なエリアに充電場所が少なくとも
１つ含まれるような前記放電量の範囲をユーザに提示する範囲提示部をさらに備える、
　請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項１１】
　前記範囲提示部は、放電後に前記放電元の電動移動体が最寄りの充電場所に到達可能に
なり、かつ、放電後に前記放電先の電動移動体が少なくとも最寄りの充電場所に到達可能
になる前記放電量の範囲、或いは、放電後に前記放電元の電動移動体が少なくとも最寄り
の充電場所に到達可能になり、かつ、放電後に前記放電先の電動移動体が最寄りの充電場
所に到達可能になる前記放電量の範囲をユーザに提示する、
　請求項１０に記載の情報処理装置。
【請求項１２】
　放電に関する操作の許諾を受けたユーザを確認するための本人確認部をさらに備え、
　前記本人確認部は、パスワード認証、指紋認証、静脈認証、虹彩認証のいずれか１つ又
は複数の組み合わせにより前記ユーザを確認する、
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　請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項１３】
　接続された２台の電動移動体のうち、どちらの電動移動体が充電元又は充電先になるか
を指定するための属性指定部をさらに備える、
　請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項１４】
　前記属性指定部は、前記２台の電動移動体に搭載されたバッテリの残り電力量を比較し
、当該残り電力量の多い電動移動体を前記充電元の電動移動体に指定し、当該残り電力量
の少ない電動移動体を前記充電先の電動移動体に指定する、
　請求項１３に記載の情報処理装置。
【請求項１５】
　駆動するための電力を蓄えるバッテリと、
　放電先の電動移動体に向けて前記バッテリから放電される電力量に関する情報が入力さ
れたとき、入力された当該電力量に関する情報に基づく電力量が前記バッテリから放電さ
れた場合を想定して、放電後に残った前記バッテリの電力を利用して自身が移動可能な場
所に関する情報を放電前に表示する走行可能情報表示部を有する情報処理装置と、
を備え、
　前記移動可能な場所に関する情報は、到達可能な充電場所であって、
　前記充電場所は、給電設備が設置された場所、或いは、目的地である、電動移動体。
【請求項１６】
　駆動するための電力を蓄えるバッテリと、
　放電元の電動移動体から前記バッテリに供給される電力量に関する情報が入力されたと
き、入力された当該電力量に関する情報に基づく電力量が前記バッテリから供給された場
合を想定し、供給後の前記バッテリに蓄えられた電力を利用して自身が移動可能な場所に
関する情報、及び、供給後に前記放電元の電動移動体が移動可能な場所に関する情報を放
電前に表示する走行可能情報表示部を有する情報処理装置と、
を備え、
　前記移動可能な場所に関する情報は、到達可能な充電場所であって、
　前記充電場所は、給電設備が設置された場所、或いは、目的地である、電動移動体。
【請求項１７】
　バッテリを有する第１の電動移動体に接続された情報処理装置の入力手段により、前記
第１の電動移動体と電力線を介して接続された第２の電動移動体に向けて前記バッテリか
ら放電される電力量に関する情報が入力される入力ステップと、
　前記入力ステップにて入力された情報に基づき、放電後に残った前記バッテリの電力を
利用して前記第１の電動移動体が移動可能な場所に関する情報が前記情報処理装置の表示
手段に表示される表示ステップと、
を含み、
　前記移動可能な場所に関する情報は、到達可能な充電場所であって、
　前記充電場所は、給電設備が設置された場所、或いは、目的地である、放電管理方法。
【請求項１８】
　第２のバッテリを有する第２の電動移動体に接続された情報処理装置の入力手段により
、前記第２の電動移動体と電力線を介して接続された第１の電動移動体から前記第２のバ
ッテリへと供給される電力量に関する情報が入力される入力ステップと、
　前記入力ステップにて入力された情報に基づき、前記第２のバッテリへと電力が供給さ
れた後に、前記第１の電動移動体が有する第１のバッテリに残った電力を利用して当該第
１の電動移動体が移動可能な場所に関する情報が、前記第１の電動移動体に接続された情
報処理装置の表示手段に表示される表示ステップと、
を含み、
　前記移動可能な場所に関する情報は、到達可能な充電場所であって、
　前記充電場所は、給電設備が設置された場所、或いは、目的地である、放電管理方法。
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【請求項１９】
　前記表示ステップでは、前記第１の電動移動体が移動可能な場所に関する情報が、前記
第２の電動移動体に接続された情報処理装置の表示手段にさらに表示される、
　請求項１８に記載の放電管理方法。
【請求項２０】
　放電後に、放電元の電動移動体が到達できるようにしたい第１の充電場所の入力に応じ
て、現在の場所から前記第１の充電場所までの距離と、単位電力当たりに前記放電元の電
動移動体が移動可能な距離と、に基づいて、前記放電元の電動移動体が少なくとも前記第
１の充電場所まで到達できるだけの電力をバッテリに残すように放電量を算出し、算出し
た放電量に基づいて放電制御する、
　充放電制御装置。
【請求項２１】
　前記放電元の電動移動体から放電先の電動移動体へと放電する場合に、前記放電元の電
動移動体が少なくとも前記第１の充電場所まで到達できるだけの電力を前記バッテリに残
し、かつ、前記放電先の電動移動体が少なくとも最寄りの充電場所まで到達できるように
前記放電量を算出し、算出した放電量に基づいて放電制御する、
　請求項２０に記載の充放電制御装置。
【請求項２２】
　放電後に、放電元の電動移動体が到達できるようにしたい第１の充電場所の入力に応じ
て、現在の場所から前記第１の充電場所までの距離と、単位電力当たりに前記放電元の電
動移動体が移動可能な距離と、に基づいて、前記放電元の電動移動体が少なくとも前記第
１の充電場所まで到達できるだけの電力をバッテリに残すように放電量を算出し、算出し
た放電量に基づいて放電制御する充放電制御部を備える、
　電動移動体。
【請求項２３】
　前記充放電制御部は、前記放電元の電動移動体から放電先の電動移動体へと放電する場
合に、前記放電元の電動移動体が少なくとも前記第１の充電場所まで到達できるだけの電
力を前記バッテリに残し、かつ、前記放電先の電動移動体が少なくとも最寄りの充電場所
まで到達できるように前記放電量を算出し、算出した放電量に基づいて放電制御する、
　請求項２２に記載の電動移動体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、情報処理装置、電動移動体、及び放電管理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、スマートグリッドと呼ばれる技術に注目が集まっている。このスマートグリッド
とは、送電網に通信路を併せ持つ新たな送電網を構築し、このインテリジェントな送電網
を利用して効率的な電力利用を実現するための技術的な枠組みのことを言う。スマートグ
リッド構想の背景には、電力使用量の効率的な管理、事故発生時の迅速対応、使用電力量
の遠隔制御、電力会社の管理外にある発電設備を用いた分散発電、電動移動体の充電管理
等を実現したいという要望がある。特に、一般家庭や電力会社以外の事業者による再生可
能エネルギーを用いた自家発電設備の有効利用、及び電気自動車に代表される種々の電動
移動体の充電管理には大きな注目が集まっている。なお、再生可能エネルギーとは、化石
燃料を用いずに生成されるエネルギーのことである。
【０００３】
　一般家庭や電力以外の事業者により発電された電力は、発電者自身が利用する。また、
発電者自身が利用した後で余った電力は、現在、電力会社が買電している。しかし、電力
会社にとって、管理外の発電設備から供給される電力を買電することは大きな負担となっ
ている。例えば、太陽光発電設備から供給される電力量は天候に左右される。また、一般
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家庭の自家発電設備から供給される電力量は日毎に大きく変化する一般家庭の電力使用量
に左右される。そのため、電力会社が管理外の発電設備から安定した電力供給を受けるこ
とは難しい。こうした理由から、将来、電力会社による買電が難しくなる可能性がある。
【０００４】
　そこで、最近では、電力会社の管理外にある発電設備で発電された電力を一旦バッテリ
に蓄電して利用するホームバッテリ構想に注目が集まっている。例えば、太陽光発電設備
で発電した電力をバッテリに蓄電しておき、夜間や天候不良の際に不足分をバッテリから
補うといった利用方法が考案されている。さらに、電力会社から給電を受ける電力量をバ
ッテリの蓄電量に応じて制限したり、価格の安い夜間に電力会社から電力供給を受けてバ
ッテリに蓄電し、価格の高い昼間にバッテリに蓄電した電力を利用する方法等が考案され
ている。また、バッテリは直流のまま電力を蓄えることができるため、送電の際に行われ
るＤＣ／ＡＣ変換、ＡＣ／ＤＣ変換が不要になり、変換時のロスを削減できる。
【０００５】
　このように、スマートグリッド構想の中で電力管理に関する様々な思惑が交錯している
。こうした電力管理を実現するため、スマートグリッド構想の中では送電網に通信路を併
せ持つことが前提とされている。つまり、このインテリジェントな送電網を利用して電力
管理に関する情報をやり取りすることが想定されているのである。但し、通信インフラが
既に整備されている地域においては、送電網を通信路として用いず、既に敷設されている
通信インフラで構築されたネットワークを利用して電力管理に関する情報のやり取りが行
われてもよい。つまり、スマートグリッド構想において重要なのは、一元管理されていな
い発電設備及び蓄電設備を如何にして効率よく管理するかということである。
【０００６】
　スマートグリッド構想における電力管理には、電気自動車やプラグインハイブリッド式
車両等の電動移動体に関する電力管理も含まれている。電動移動体のバッテリを対象とし
た電力管理に関し、例えば、下記の特許文献１には、バッテリの余力を特定し、その余力
に基づいてバッテリの出力が持続する時間を検出する技術が開示されている。さらに、同
文献１には、検出した出力可能時間の情報を表示する技術が開示されている。また、下記
の特許文献２には、バッテリの残量に基づいて電動移動体の駆動を継続可能な時間や距離
を表示する技術が開示されている。さらに、下記の特許文献３には、ハイブリッド式車両
において、走行時の消費電力パターン、供給電力パターンに基づく走行可能時間の予測情
報、及び走行可能距離の予測情報を表示する技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００９－０２７７７２号公報
【特許文献２】特開２００４－２５４４８３号公報
【特許文献３】特開２００１－２３１１０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上記の各文献に記載の技術は、電動移動体の移動により消費したバッテリの残量に基づ
いて走行可能な時間や距離を算出したり、その算出結果を表示したりする技術に関する。
しかし、この技術は現行のハイブリッド式車両を想定して考案されたものであり、電動移
動体間で電力をやり取りするという発想については何ら考慮されていない。現行のハイブ
リッド式車両は、内燃機関を搭載している。さらに、現行のハイブリッド式車両は、化石
燃料を利用して駆動する際にバッテリへと電力を回生する機構を搭載している。そのため
、現行のハイブリッド式車両は、バッテリの残量が０になってもガソリン等の化石燃料を
利用して駆動することができる。
【０００９】
　ところが、バッテリの電力のみで駆動する電動移動体の場合、バッテリの残量が０にな
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ると、全く自走できなくなってしまう。このような状況になると、自走不能になった電動
移動体をレッカー移動するか、或いは、自走不能になった電動移動体をその場で何らかの
方法を用いて充電しなければならない。このような場合、利便性やコストを考慮すると、
レッカー移動よりも他の電動移動体から自走不能になった電動移動体へと給電する方が好
ましい。但し、充電ステーションのように供給可能な電力が潤沢にある充電設備とは異な
り、自身の駆動に利用する電力を他の電動移動体に供給するのであるから、自身が自走不
能な状態にならないよう、慎重に給電制御することが求められる。
【００１０】
　しかしながら、電動移動体間で電力をやり取りすべき適切な電力量をユーザが正しく決
めるのは非常に難しい。そのため、どの程度の電力量を移動すれば、放電側、充電側の双
方が必要十分な走行可能距離を得られるのか、を容易に認識できるようにする仕組みが求
められている。そこで、本発明は、このような要求に鑑みてなされたものであり、本発明
の目的とするところは、電動移動体間で移動すべき好適な電力量をユーザが容易に判断で
きるようにすることが可能な、新規かつ改良された情報処理装置、電動移動体、及び放電
管理方法を提供することにある。
【００１１】
　ところで、上記の各文献に記載の技術は電動移動体として車両だけを想定しているが、
本発明において想定している電動移動体は車両に限定されない。例えば、電動移動体とし
ては、電気自動車の他にも、電動二輪車、電気バス、電動貨車、電動船舶、電動飛行機等
が考えられる。また、上記のバッテリとは、エネルギーを何らかの形で蓄え、再度放出す
ることが可能な任意のものを意味する。その代表的な例が蓄電池やコンデンサである。
【００１２】
　現在利用可能な蓄電池としては、例えば、リチウムイオン電池、ニッケル水素電池、鉛
蓄電池、ＮＡＳ電池等が知られている。一方、現在利用可能なコンデンサとしては、例え
ば、電界コンデンサ、セラミックコンデンサ、電気二重層コンデンサ等が知られている。
また、揚力発電システムもバッテリの一種とみなせる。揚力発電システムは、電気エネル
ギーを位置エネルギーに変換して蓄える蓄電システムの一例である。例えば、電力エネル
ギーを利用して高いところへと水をくみ上げ、その水の落下エネルギーを利用して水力発
電を行う水力発電システムは、揚力発電システムの代表例である。
【００１３】
　さらに、水の電気分解を利用した蓄電システムもバッテリの一種とみなせる。この蓄電
システムは、電気エネルギーを利用して水の電気分解を行い、発生した水素を貯蔵してお
くことにより蓄電する。そして、この蓄電システムは、貯蔵したおいた水素を燃焼して発
電したり、燃料電池を利用して貯蔵しておいた水素から発電したりすることで、電気エネ
ルギーを再生する。このように、電気エネルギーを何らかの方法で一時的に蓄え、再度電
気エネルギーとして利用できる仕組みは、全てバッテリの一種とみなせる。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記課題を解決するために、本発明のある観点によれば、バッテリの電力を利用して駆
動する放電元及び放電先の電動移動体に関し、前記放電元の電動移動体から電力の供給を
受ける前記放電先の電動移動体に向けて前記放電元の電動移動体のバッテリから放電され
る放電量に関する情報が入力されたとき、当該放電量が前記バッテリから放電された場合
を想定し、放電後に残った前記バッテリの電力を利用して前記放電元の電動移動体が移動
可能な場所に関する情報を、放電前に表示する走行可能情報表示部を備える、情報処理装
置が提供される。
【００１５】
　また、前記移動可能な場所に関する情報は、移動可能な距離、当該移動可能な距離を所
定速度で移動した場合に移動可能な時間、移動可能なエリア、到達可能な充電場所のいず
れか１つ又は複数の組み合わせであってもよい。また、前記充電場所は、給電設備が設置
された場所、或いは、目的地であってもよい。
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【００１６】
　また、前記放電量に関する情報は、放電後に、放電元の前記電動移動体が到達可能な第
１の充電場所、前記放電先の電動移動体が到達可能な第２の充電場所、或いは、前記第１
及び第２の充電場所の組であってもよい。
【００１７】
　また、上記の情報処理装置は、前記放電量に関する情報として前記第１の充電場所が入
力された場合に、現在の場所から前記第１の充電場所までの距離と、単位電力当たりに前
記放電元の電動移動体が移動可能な距離と、に基づいて前記放電量を算出する演算処理部
をさらに備えていてもよい。この場合、前記演算処理部は、前記放電元の電動移動体が少
なくとも前記第１の充電場所まで到達できるだけの電力を前記バッテリに残すように前記
放電量を算出する。
【００１８】
　また、前記演算処理部は、前記放電元の電動移動体が少なくとも前記第１の充電場所ま
で到達できるだけの電力を前記バッテリに残し、かつ、前記放電先の電動移動体が少なく
とも最寄りの充電場所まで到達できるように前記放電量を算出してもよい。
【００１９】
　また、前記走行可能情報表示部は、前記演算処理部により算出された放電量に基づき、
前記放電元の電動移動体が移動可能なエリア、及び前記放電先の電動移動体が移動可能な
エリアを区別可能な形式で地図上に表示するように構成されていてもよい。
【００２０】
　また、前記走行可能情報表示部は、前記演算処理部により算出された放電量に基づき、
前記放電元の電動移動体が移動可能なエリアに含まれる充電場所、及び前記放電先の電動
移動体が移動可能なエリアに含まれる充電場所を区別可能な形式で地図上に表示するよう
に構成されていてもよい。
【００２１】
　また、上記の情報処理装置は、前記放電量に関する情報を入力するためのユーザ入力部
をさらに備えていてもよい。この場合、前記ユーザ入力部は、放電前に前記放電元の電動
移動体が到達不可能な第３の充電場所、又は、放電前に前記放電先の電動移動体が到達可
能な第４の充電場所が選択されないようにユーザの入力を制限する。
【００２２】
　また、上記の情報処理装置は、前記放電量に関する情報として前記第２の充電場所が入
力された場合に、現在の場所から前記第２の充電場所までの距離と、単位電力当たりに前
記放電先の電動移動体が移動可能な距離と、に基づいて前記放電量を算出する演算処理部
をさらに備えていてもよい。この場合、前記演算処理部は、前記放電先の電動移動体が少
なくとも前記第２の充電場所まで到達できるように前記放電量を算出する。
【００２３】
　また、上記の情報処理装置は、放電後に前記放電元の電動移動体が移動可能なエリアに
充電場所が少なくとも１つ含まれ、かつ、放電後に前記放電先の電動移動体が移動可能な
エリアに充電場所が少なくとも１つ含まれるような前記放電量の範囲をユーザに提示する
範囲提示部をさらに備えていてもよい。
【００２４】
　また、前記範囲提示部は、放電後に前記放電元の電動移動体が最寄りの充電場所に到達
可能になり、かつ、放電後に前記放電先の電動移動体が少なくとも最寄りの充電場所に到
達可能になる前記放電量の範囲、或いは、放電後に前記放電元の電動移動体が少なくとも
最寄りの充電場所に到達可能になり、かつ、放電後に前記放電先の電動移動体が最寄りの
充電場所に到達可能になる前記放電量の範囲をユーザに提示するように構成されていても
よい。
 
【００２５】
　また、上記の情報処理装置は、放電に関する操作の許諾を受けたユーザを確認するため



(8) JP 5482280 B2 2014.5.7

10

20

30

40

50

の本人確認部をさらに備えていてもよい。この場合、前記本人確認部は、パスワード認証
、指紋認証、静脈認証、虹彩認証のいずれか１つ又は複数の組み合わせにより前記ユーザ
を確認する。
【００２６】
　また、上記の情報処理装置は、接続された２台の電動移動体のうち、どちらの電動移動
体が充電元又は充電先になるかを指定するための属性指定部をさらに備えていてもよい。
【００２７】
　また、前記属性指定部は、前記２台の電動移動体に搭載されたバッテリの残り電力量を
比較し、当該残り電力量の多い電動移動体を前記充電元の電動移動体に指定し、当該残り
電力量の少ない電動移動体を前記充電先の電動移動体に指定するように構成されていても
よい。
【００２８】
　また、上記課題を解決するために、本発明の別の観点によれば、駆動するための電力を
蓄えるバッテリと、放電先の電動移動体に向けて前記バッテリから放電される電力量に関
する情報が入力されたとき、入力された当該電力量に関する情報に基づく電力量が前記バ
ッテリから放電された場合を想定して、放電後に残った前記バッテリの電力を利用して自
身が移動可能な場所に関する情報を放電前に表示する走行可能情報表示部を有する情報処
理装置と、を備える、電動移動体が提供される。
【００２９】
　また、上記課題を解決するために、本発明の別の観点によれば、駆動するための電力を
蓄えるバッテリと、放電元の電動移動体から前記バッテリに供給される電力量に関する情
報が入力されたとき、入力された当該電力量に関する情報に基づく電力量が前記バッテリ
から供給された場合を想定し、供給後の前記バッテリに蓄えられた電力を利用して自身が
移動可能な場所に関する情報、及び、供給後に前記放電元の電動移動体が移動可能な場所
に関する情報を放電前に表示する走行可能情報表示部を有する情報処理装置と、を備える
、電動移動体が提供される。
【００３０】
　また、上記課題を解決するために、本発明の別の観点によれば、バッテリを有する第１
の電動移動体に接続された情報処理装置の入力手段により、前記第１の電動移動体と電力
線を介して接続された第２の電動移動体に向けて前記バッテリから放電される電力量に関
する情報が入力される入力ステップと、前記入力ステップにて入力された情報に基づき、
放電後に残った前記バッテリの電力を利用して前記第１の電動移動体が移動可能な場所に
関する情報が前記情報処理装置の表示手段に表示される表示ステップと、を含む、放電管
理方法が提供される。
【００３１】
　また、上記課題を解決するために、本発明の別の観点によれば、第２のバッテリを有す
る第２の電動移動体に接続された情報処理装置の入力手段により、前記第２の電動移動体
と電力線を介して接続された第１の電動移動体から前記第２のバッテリへと供給される電
力量に関する情報が入力される入力ステップと、前記入力ステップにて入力された情報に
基づき、前記第２のバッテリへと電力が供給された後に、前記第１の電動移動体が有する
第１のバッテリに残った電力を利用して当該第１の電動移動体が移動可能な場所に関する
情報が、前記第１の電動移動体に接続された情報処理装置の表示手段に表示される表示ス
テップと、を含む、放電管理方法が提供される。
【００３２】
　また、前記表示ステップでは、前記第１の電動移動体が移動可能な場所に関する情報が
、前記第２の電動移動体に接続された情報処理装置の表示手段にさらに表示されるように
構成されていてもよい。
【００３３】
　また、上記課題を解決するために、本発明の別の観点によれば、上記の情報処理装置が
備える各構成要素の機能をコンピュータに実現させるためのプログラムが提供される。さ
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らに、上記課題を解決するために、本発明の別の観点によれば、当該プログラムが記録さ
れた、コンピュータにより読み取り可能な記録媒体が提供される。
【発明の効果】
【００３４】
　以上説明したように本発明によれば、電動移動体間で移動すべき好適な電力量をユーザ
が容易に判断できるようになる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の一実施形態に係る電動移動体の機能構成を説明するための説明図である
。
【図２】同実施形態に係る電動移動体の機能構成を説明するための説明図である。
【図３】同実施形態に係る情報処理装置の機能構成を説明するための説明図である。
【図４】同実施形態に係る情報処理装置の動作フロー（放電時）を説明するための説明図
である。
【図５】同実施形態に係る情報処理装置の動作フロー（放電時）を説明するための説明図
である。
【図６】同実施形態に係る情報処理装置の動作フロー（放電時）の中で表示される画面の
構成を説明するための説明図である。
【図７】同実施形態に係る情報処理装置の動作フロー（放電時）の中で表示される画面の
構成を説明するための説明図である。
【図８】同実施形態に係る情報処理装置の動作フロー（放電時）の中で表示される画面の
構成を説明するための説明図である。
【図９】同実施形態に係る情報処理装置の動作フロー（放電時）の中で表示される画面の
構成を説明するための説明図である。
【図１０】同実施形態に係る情報処理装置の動作フロー（放電時）の中で表示される画面
の構成を説明するための説明図である。
【図１１】同実施形態に係る情報処理装置の動作フロー（放電時）の中で表示される画面
の構成を説明するための説明図である。
【図１２】同実施形態の一変形例（変形例１）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
）を説明するための説明図である。
【図１３】同実施形態の一変形例（変形例１）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
）を説明するための説明図である。
【図１４】同実施形態の一変形例（変形例１）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
）を説明するための説明図である。
【図１５】同実施形態の一変形例（変形例１）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
）を説明するための説明図である。
【図１６】同実施形態の一変形例（変形例１）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
）の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図１７】同実施形態の一変形例（変形例１）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
）の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図１８】同実施形態の一変形例（変形例１）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
）の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図１９】同実施形態の一変形例（変形例１）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
）の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図２０】同実施形態の一変形例（変形例１）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
）の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図２１】同実施形態の一変形例（変形例１）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
）の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図２２】同実施形態の一変形例（変形例２）に係る情報処理装置の動作フロー（充放電
側の自動決定）を説明するための説明図である。
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【図２３】同実施形態の一変形例（変形例３）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
（放電量の推薦））の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図２４】同実施形態の一変形例（変形例３）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
（放電量の推薦））の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図２５】同実施形態の一変形例（変形例３）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
（放電量の推薦））の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図２６】同実施形態の一変形例（変形例３）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
（放電量の推薦））の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図２７】同実施形態の一変形例（変形例３）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
（放電量の推薦））の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図２８】同実施形態の一変形例（変形例３）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
（放電量の推薦））の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図２９】同実施形態の一変形例（変形例３）に係る情報処理装置の動作フロー（放電時
（放電量の推薦））の中で表示される画面の構成を説明するための説明図である。
【図３０】同実施形態に係る電動移動体により実行される相互認証時の処理フローを説明
するための説明図である。
【図３１】同実施形態に係る情報処理装置の機能を実現することが可能なハードウェア構
成を説明するための説明図である。
【図３２】同実施形態に係る情報処理装置の動作フローの中で表示される画面構成の一変
形例を説明するための説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　以下に添付図面を参照しながら、本発明の好適な実施の形態について詳細に説明する。
なお、本明細書及び図面において、実質的に同一の機能構成を有する構成要素については
、同一の符号を付することにより重複説明を省略する。
【００３７】
　［説明の流れについて］
　ここで、以下に記載する本発明の実施形態に関する説明の流れについて簡単に述べる。
まず、図１、図２を参照しながら、本実施形態に係る電動移動体１、３の構成について説
明する。次いで、図３を参照しながら、本実施形態に係る情報処理装置１６の構成につい
て説明する。次いで、図４、図５を参照しながら、本実施形態に係る情報処理装置１６の
放電時における動作フローについて説明する。また、この動作フローの中で表示される画
面構成について、図６～図１１を参照しながら具体的に説明する。
【００３８】
　次いで、図１２～図１５を参照しながら、本実施形態の一変形例（変形例１）に係る情
報処理装置１６の放電時における動作フローについて説明する。また、この動作フローの
中で表示される画面構成について、図１６～図２１を参照しながら具体的に説明する。次
いで、図２２を参照しながら、本実施形態の一変形例（変形例２）に係る充放電制御部３
４の充放電側決定時における動作フローについて説明する。
【００３９】
　次いで、図２３～図２７を参照しながら、本実施形態の一変形例（変形例３）に係る情
報処理装置１６の放電時における動作フローについて説明する。また、この動作フローの
中で表示される画面構成について、図２８、図２９を参照しながら具体的に説明する。次
いで、図３０を参照しながら、本実施形態に係る電動移動体１、３により実行される相互
認証の処理フローについて説明する。次いで、図３１を参照しながら、本実施形態に係る
情報処理装置１６、３６の機能を実現することが可能なハードウェア構成について説明す
る。最後に、同実施形態の技術的思想について纏め、当該技術的思想から得られる作用効
果について簡単に説明する。
　（説明項目）
　１：はじめに
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　２：実施形態
　　　２－１：電動移動体１、３の構成
　　　２－２：情報処理装置１６の構成
　　　　　２－２－１：機能構成
　　　　　２－２－２：放電時の動作フロー
　　　２－４：変形例１（双方の情報表示）
　　　　　２－４－１：放電時の動作フロー
　　　２－５：変形例２（充放電側の自動決定）
　　　　　２－５－１：充放電側決定時の動作フロー
　　　２－６：変形例３（放電量の推薦）
　　　　　２－６－１：放電時の動作フロー
　　　２－７：相互認証時の処理フロー
　　　２－８：ハードウェア構成例
　３：まとめ
【００４０】
　＜１：はじめに＞
　後述する実施形態に係る技術は、電動移動体間の充放電に関する。上記の通り、電動移
動体の種類は様々である。また、後述する実施形態に係る技術を適用可能な電動移動体の
種類には特別な制限がない。しかし、以下では技術内容の理解を容易にするため、具体的
なイメージを持ちやすい電気自動車やプラグインハイブリッド式自動車を想定して説明す
る。電気自動車やプラグインハイブリッド式自動車は、実際に走行可能な状態で現存して
おり、近い将来においてガソリン自動車の代替品になることが期待されている。
【００４１】
　電動移動体は、バッテリに蓄えられた電力を利用して駆動する。また、このバッテリは
、充電スタンド、住宅、小売店舗等に設けられた充電設備により充電される。従って、電
動移動体は、充電設備のある場所（以下、充電場所）まで自走しなければならない。ガソ
リン自動車の場合、市街地に多数のガソリンスタンドが存在する。また、液体燃料である
ガソリンをタンクに入れて持ち運んだりすることができるだけでなく、燃料タンクそのも
のも大きく、数百キロ走行出来るだけの余力がある。そのため、ガソリン自動車の場合に
は、ガソリン切れで自走不能になることは稀であった。一方、電動移動体の場合、市街地
に充電場所が少ない上、液体燃料であるガソリンとは異なり、電動移動体を駆動できるだ
けの電力を手軽に持ち運ぶことは難しい。また、電動移動体のバッテリの容量は限られて
おり、走行可能距離が比較的短いという特徴がある。
【００４２】
　こうした理由から、電動移動体が電力不足で自動不能になる危険性は、ガソリン自動車
に比べて格段に高いと考えられる。また、このような危険性が電動移動体の普及を遅らせ
る原因になることも考えられる。そこで、本件発明者は、自走不能になった電動移動体を
救済する手段として、電動移動体間で電力のやり取りをできるようにする方法を考案した
。電動移動体間で電力のやり取りを行う場合、少なくとも最寄りの充電場所まで双方が自
走できるような充放電量を決める必要がある。しかしながら、現実問題として、このよう
な充放電量をユーザが適切に決めることは非常に困難である。こうした困難に鑑み、本件
発明者は、ユーザが容易に適切な充放電量を決められるようにする仕組みを考案した。
【００４３】
　＜２：実施形態＞
　以下、本発明の一実施形態について説明するが、本実施形態は、上記の困難を解決する
ために考案されたものであり、電動移動体間で電力のやり取りを行う際に、適切な充放電
量をユーザが容易に決められるようにする仕組みを提供するものである。
【００４４】
　［２－１：電動移動体１、３の構成］
　まず、図１、図２を参照しながら、本実施形態に係る電動移動体１、３の構成について
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説明する。図１は、本実施形態に係る電動移動体１、３の構成について説明するための説
明図である。一方、図２は、図１に示した電動移動体１、３の一変形例である。なお、図
１、図２は、電動移動体１、３間で電力のやり取りを行う際の様子を模式的に示したもの
である。また、以下では説明の都合上、電動移動体１を放電側、電動移動体３を充電側と
する。但し、放電側、充電側の指定は、自動又は手動により行われる。
【００４５】
　まず、図１を参照する。図１に示すように、電動移動体１は、バッテリ１１と、駆動制
御部１２と、駆動部１３と、充放電制御部１４と、接続端子１５と、情報処理装置１６と
、により構成される。同様に、電動移動体３は、バッテリ３１と、駆動制御部３２と、駆
動部３３と、充放電制御部３４と、接続端子３５と、情報処理装置３６と、により構成さ
れる。なお、電動移動体１、３は、電力線２により接続される。但し、電力線２は、電源
線としての機能の他に通信路としての機能を有していてもよい。
【００４６】
　（駆動に関する構成要素の機能）
　電動移動体１は、バッテリ１１に蓄えられた電力を利用して駆動する。また、電動移動
体１の駆動は、駆動制御部１２により制御される。駆動制御部１２は、バッテリ１１に蓄
えられた電力を駆動部１３に供給することで電動移動体１を駆動させる。そして、駆動制
御部１２は、バッテリ１１から駆動部１３への電力供給を停止することにより電動移動体
１の駆動を停止させる。駆動部１３は、モータ等により構成される。バッテリ１１から電
力の供給を受けた駆動部１３は、受給した電力によりモータを動作させて駆動系統に動力
を伝達する。駆動系統に動力が伝達すると、電動移動体１は移動を開始する。なお、図１
の説明図において、電動移動体１の操舵手段等に関する記載は省略されている。
【００４７】
　同様に、電動移動体３は、バッテリ３１に蓄えられた電力を利用して駆動する。また、
電動移動体３の駆動は、駆動制御部３２により制御される。駆動制御部３２は、バッテリ
３１に蓄えられた電力を駆動部３３に供給することで電動移動体３を駆動させる。そして
、駆動制御部３２は、バッテリ３１から駆動部３３への電力供給を停止することにより電
動移動体３の駆動を停止させる。駆動部３３は、モータ等により構成される。バッテリ３
１から電力の供給を受けた駆動部３３は、受給した電力によりモータを動作させて駆動系
統に動力を伝達する。駆動系統に動力が伝達すると、電動移動体３は移動を開始する。な
お、図１の説明図において、電動移動体３の操舵手段等に関する記載は省略されている。
【００４８】
　（充放電に関する構成要素の機能）
　電動移動体１を駆動させるにはバッテリ１１を充電する必要がある。バッテリ１１への
充電は、充放電制御部１４により制御される。充放電制御部１４は、接続端子１５に接続
された電力線２を通じて供給される電力をバッテリ１１に充電したり、バッテリ１１に蓄
えられた電力を放電して接続端子１５に接続された電力線２に電力を供給したりする。
【００４９】
　例えば、充電場所において充電設備の電力線２が接続端子１５に接続された場合、充放
電制御部１４は、電力線２を通じて供給される電力をバッテリ１１に充電する。また、電
動移動体３の接続端子３５に接続された電力線２が接続端子１５に接続された場合、充放
電制御部１４は、バッテリ１１に蓄えられた電力を放電して接続端子１５に接続された電
力線２に電力を供給する。
【００５０】
　また、充放電制御部１４は、情報処理装置１６との間で情報をやり取りする。例えば、
充放電制御部１４は、バッテリ１１に蓄えられた電力の残量（以下、バッテリ残量）を情
報処理装置１６に入力する。一方、情報処理装置１６は、バッテリ１１の放電量を制御す
るための制御信号を充放電制御部１４に入力する。この制御信号が入力された充放電制御
部１４は、入力された制御信号に示された放電量の電力をバッテリ１１から放電して接続
端子１５に接続された電力線２に電力を供給する。
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【００５１】
　なお、上記の放電量は、ユーザにより手入力されるか、或いは、情報処理装置１６によ
り自動算出される。但し、先に述べた通り、放電量をユーザが適切に決めることは難しい
。そのため、情報処理装置１６は、適切な放電量を決めるための補助情報をユーザに提示
する。このとき、情報処理装置１６は、バッテリ１１のバッテリ残量、及び電動移動体３
が搭載するバッテリ３１のバッテリ残量に基づいて上記の補助情報を算出する。この補助
情報の内容、補助情報の算出方法、及び補助情報の表示方法については後述する。
【００５２】
　電動移動体１と同様に、電動移動体３を駆動させるにはバッテリ３１を充電する必要が
ある。バッテリ３１への充電は、充放電制御部３４により制御される。充放電制御部３４
は、接続端子３５に接続された電力線２を通じて供給される電力をバッテリ３１に充電す
る。例えば、充電場所において充電設備の電力線２が接続端子１５に接続された場合、充
放電制御部３４は、電力線２を通じて供給される電力をバッテリ３１に充電する。また、
電動移動体１の接続端子１５に接続された電力線２が接続端子３５に接続された場合、充
放電制御部３４は、接続端子３５に接続された電力線２を通じて電動移動体１から供給さ
れる電力をバッテリ３１に充電する。
【００５３】
　また、充放電制御部３４は、情報処理装置３６に情報を入力する。例えば、充放電制御
部３４は、バッテリ３１に蓄えられたバッテリ残量を情報処理装置３６に入力する。また
、情報処理装置３６は、情報処理装置１６に表示される補助情報と同じ情報又はこの補助
情報の一部をユーザに提示する。このとき、情報処理装置３６は、上記の補助情報と同じ
情報又はこの補助情報の一部を情報処理装置１６から取得する。この補助情報の内容、及
び補助情報の表示方法については後述する。
【００５４】
　（情報処理装置１６、３６間の通信方法）
　電力線２が通信路としての機能を有する場合、情報処理装置１６、３６は、電力線２を
通じて相互に情報をやり取りすることができる。また、情報処理装置１６、３６が無線通
信機能を有する場合、情報処理装置１６、３６は、この無線通信機能を利用して相互に情
報をやり取りすることができる。さらに、情報処理装置１６、３６が、電力線２と異なる
図１の破線で示された通信ケーブルで接続されている場合、情報処理装置１６、３６は、
この通信ケーブルを利用して相互に情報をやり取りすることができる。
【００５５】
　但し、情報処理装置１６、３６が相互に情報をやり取りするための通信機能を有しない
場合、図２に示すように、外部の無線端末４、５を利用して情報のやり取りを実現するこ
とができる。図２の例では、情報処理装置１６が無線端末４に接続され、情報処理装置３
６が無線端末５に接続され、無線端末４、５を介して情報処理装置１６、３６間における
情報のやり取りが実現されている。
【００５６】
　このような無線端末４、５としては、例えば、携帯電話、携帯情報端末、ノート型ＰＣ
、携帯型ゲーム機等を例示することができる。また、無線端末４、５に代えて、通信ケー
ブルを利用して相互に情報をやり取りする有線端末や通信用アダプタ等が利用されてもよ
い。なお、以下の説明では、電動移動体１、３を接続する電力線２を通じて相互に情報が
やり取りされるものとする。この場合、情報は、充放電制御部１４、３４、接続端子１５
、３５、電力線２を介して伝達される。
【００５７】
　以上、電動移動体１、３の構成について簡単に説明した。
【００５８】
　［２－２：情報処理装置１６の構成］
　次に、電動移動体１、３間でやり取りする電力量をユーザが適切に決められるようにす
る方法について説明する。この方法に係る処理は、情報処理装置１６、３６により実現さ
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れる。そこで、以下では情報処理装置１６の機能構成及び動作フローについて説明する。
【００５９】
　（２－２－１：機能構成）
　まず、図３を参照しながら、本実施形態に係る情報処理装置１６の機能構成について詳
細に説明する。図３は、本実施形態に係る情報処理装置１６の機能構成について詳細に説
明するための説明図である。なお、情報処理装置３６の機能構成は、情報処理装置１６の
機能構成と実質的に同じであるため、ここでは詳細な説明を省略する。但し、情報処理装
置１６、３６間で異なる機能構成が存在する場合には説明を補足する。
【００６０】
　図３に示すように、情報処理装置１６は、通信部１６１と、バッテリ残量算出部１６２
と、走行可能距離算出部１６３と、エリア検索部１６４と、充電場所検索部１６５と、記
憶部１６６と、表示部１６７と、ユーザ入力部１６８と、を有する。さらに、情報処理装
置１６は、本人確認部１６９と、二酸化炭素量算出部１７０と、料金計算部１７１と、を
有する。また、情報処理装置１６は、生体認証センサ（非図示）を搭載していてもよい。
さらに、バッテリ残量算出部１６２、走行可能距離算出部１６３、エリア検索部１６４、
充電場所検索部１６５、及び記憶部１６６は、演算部１６０を構成する。
【００６１】
　電動移動体１、３間で電力のやり取りが行われる際、図１、図２に示したように電力線
２が電動移動体１の接続端子１５及び電動移動体３の接続端子３５に接続される。接続端
子１５に電力線２が接続されると、充放電制御部１４は、その接続を検知し、電力線２が
接続端子１５に接続された旨（以下、接続通知）を情報処理装置１６に通知する。同様に
、接続端子３５に電力線２が接続されると、充放電制御部３４は、その接続を検知し、接
続通知を情報処理装置３６に入力する。
【００６２】
　その後、電動移動体１、３の間で後述する相互認証が実施される。なお、この相互認証
は、充放電制御部１４、３４が実施してもよいし、情報処理装置１６、３６が実施しても
よい。以下の説明では、情報処理装置１６、３６が相互認証を実施するものとする。この
相互認証が成功すると、上記の接続通知は、バッテリ残量算出部１６２に入力される。接
続通知が入力されたバッテリ残量算出部１６２は、充放電制御部１４からバッテリ１１の
バッテリ残量（以下、放電前バッテリ残量）を取得する。放電前バッテリ残量を取得した
バッテリ残量算出部１６２は、取得した放電前バッテリ残量を表示部１６７に表示する。
さらに、バッテリ残量算出部１６２は、放電前バッテリ残量を走行可能距離算出部１６３
に入力する。
【００６３】
　放電前バッテリ残量が入力された走行可能距離算出部１６３は、入力された放電前バッ
テリ残量に基づいて電動移動体１の現時点における走行可能距離（以下、放電前走行可能
距離）を算出する。例えば、走行可能距離算出部１６３は、予め保持している電動移動体
１の燃費（単位電力当たりの平均的な走行可能距離）情報に基づいて放電前走行可能距離
を算出する。放電前走行可能距離を算出した走行可能距離算出部１６３は、算出した放電
前走行可能距離を表示部１６７に表示する。さらに、走行可能距離算出部１６３は、算出
した放電前走行可能距離をエリア検索部１６４に入力する。なお、走行可能距離算出部１
６３は、算出した放電前走行可能距離と予め保持している電動移動体１の平均走行速度か
ら走行可能時間を算出し、その走行可能時間を表示部１６７に表示してもよい。
【００６４】
　放電前走行可能距離が入力されたエリア検索部１６４は、入力された放電前走行可能距
離に基づいて電動移動体１の放電前バッテリ残量で到達可能なエリアを検索する。例えば
、エリア検索部１６４は、到達可能なエリアとして、現在地を中心、走行可能距離を半径
とする円内のエリアを地図上で検索する。このとき、エリア検索部１６４は、記憶部１６
６に予め記録されている地図の情報、又は通信部１６１を介して広域ネットワーク６上の
地図サーバ等から取得された地図の情報を利用する。
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【００６５】
　但し、より詳細な地図の情報が取得できる場合、エリア検索部１６４は、現在地を基準
に通行可能な道路に沿って放電前走行可能距離だけ進んだ場合に到達可能なエリアを検索
する。このとき、地図の情報として、道路の属性（例えば、道幅、一方通行、制限速度、
通行止め、通学路等）が取得できる場合、エリア検索部１６４は、道路の属性を考慮して
電動移動体１が到達可能なエリアを検索する。なお、現在地と走行可能な距離を入力する
ことで、到達可能なエリアを検索可能な検索エンジン（検索サーバ）が広域ネットワーク
６上に存在する場合、エリア検索部１６４は、その検索エンジンを利用して電動移動体１
が到達可能なエリアを検索してもよい。
【００６６】
　エリア検索部１６４による検索で得た電動移動体１の到達可能なエリア（以下、放電前
到達可能エリア）は、エリア検索部１６４により表示部１６７に表示される。また、エリ
ア検索部１６４は、電動移動体１の放電前到達可能エリアを充電場所検索部１６５に入力
する。電動移動体１の放電前到達可能エリアを入力された充電場所検索部１６５は、入力
された放電前到達可能エリアに含まれる充電場所を検索する。このとき、充電場所検索部
１６５は、記憶部１６６に予め記録されている地図の情報、又は通信部１６１を介して広
域ネットワーク６上の地図サーバ等から取得された地図の情報を利用する。
【００６７】
　また、現在地と走行可能な距離を入力することで、到達可能なエリア内に存在する充電
場所を検索可能な検索エンジン（検索サーバ）が広域ネットワーク６上に存在する場合、
充電場所検索部１６５は、その検索エンジンを利用して充電場所を検索してもよい。充電
場所検索部１６５による検索で得た充電場所（以下、放電前充電場所）は、充電場所検索
部１６５により表示部１６７に表示される。
【００６８】
　このように、電力線２が接続され、相互認証が成功した後、表示部１６７には、現時点
における電動移動体１のバッテリ残量、走行可能距離（時間）、到達可能エリア、到達可
能エリア内の充電場所、に関する情報（以下、放電前情報）が表示される。もちろん、こ
こで表示される情報には、電動移動体１において期初から設定されていた目的地の情報や
周辺情報（例えば、レストラン、コンビニ、駐車場等の情報）等が含まれていても一向に
かまわない（以下、同様）。これらの放電前情報は、電動移動体１が電動移動体３へと電
力の供給を開始する前における電動移動体１の状態を示す情報である。なお、この電動移
動体１の放電前情報の一部もしくは全部、或いは放電前情報を生成するのに必要な情報は
、通信部１６１を介して電動移動体３へ送られ、必要に応じて放電前情報の生成処理を行
った後、情報処理装置３６内の表示部（非図示）に表示されるようにしてもよい。
【００６９】
　次に、本人確認部１６９は、ユーザに対して本人確認を行う。例えば、本人確認部１６
９は、ユーザに対してパスワードの入力を求める。ユーザによりパスワードが入力される
と、本人確認部１６９は、予め登録されていたパスワードと、入力されたパスワードとを
照合して本人確認を行う。また、情報処理装置１６に指紋、指静脈、網膜等（以下、生体
部位）の情報を読み取る生体認証センサが搭載又は接続されている場合、本人確認部１６
９は、ユーザに対して生体部位を生体認証センサに読み取らせるように求める。ユーザの
生体部位が生体認証センサにより読み取られると、本人確認部１６９は、読み取られた生
体部位の情報と、予め登録されていた生体部位の情報とを照合して本人確認を行う。
【００７０】
　本人確認が失敗した場合、本人確認部１６９は、本人確認が失敗したことを充放電制御
部１４に通知すると共に表示部１６７に警告（又はエラー表示）を表示する。一方、本人
確認が成功した場合、本人確認部１６９は、本人確認が成功したことを充放電制御部１４
に通知する。また、本人確認部１６９は、ユーザに対して放電量の入力を要求する。この
要求を受けたユーザは、ユーザ入力部１６８を利用して放電量を入力する。ユーザ入力部
１６８を利用して放電量が入力されると、その放電量は、バッテリ残量算出部１６２及び
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充放電制御部１４に入力される。なお、この放電量は、通信部１６１を介して電動移動体
３の情報処理装置３６に入力されてもよい。
【００７１】
　放電量が入力されたバッテリ残量算出部１６２は、現時点のバッテリ残量（放電前バッ
テリ残量）から放電量を差し引いた放電後のバッテリ残量（以下、放電後バッテリ残量）
を算出する。そして、バッテリ残量算出部１６２は、放電後バッテリ残量を表示部１６７
に表示する。さらに、バッテリ残量算出部１６２は、放電後バッテリ残量を走行可能距離
算出部１６３に入力する。
【００７２】
　放電後バッテリ残量が入力された走行可能距離算出部１６３は、入力された放電後バッ
テリ残量に基づいて電動移動体１の放電後における走行可能距離（以下、放電後走行可能
距離）を算出する。例えば、走行可能距離算出部１６３は、予め保持している電動移動体
１の燃費情報に基づいて放電後走行可能距離を算出する。放電後走行可能距離を算出した
走行可能距離算出部１６３は、算出した放電後走行可能距離を表示部１６７に表示する。
さらに、走行可能距離算出部１６３は、算出した放電後走行可能距離をエリア検索部１６
４に入力する。なお、走行可能距離算出部１６３は、算出した放電後走行可能距離から走
行可能時間を算出し、その走行可能時間を表示部１６７に表示してもよい。
【００７３】
　放電後走行可能距離が入力されたエリア検索部１６４は、入力された放電後走行可能距
離に基づいて電動移動体１の放電後バッテリ残量で到達可能なエリアを検索する。例えば
、エリア検索部１６４は、到達可能なエリアとして、現在地を中心、放電後走行可能距離
を半径とする円内のエリアを地図上で検索する。このとき、エリア検索部１６４は、記憶
部１６６に予め記録されている地図の情報、又は通信部１６１を介して広域ネットワーク
６上の地図サーバ等から取得された地図の情報を利用する。
【００７４】
　但し、より詳細な地図の情報が取得できる場合、エリア検索部１６４は、現在地を基準
に通行可能な道路に沿って放電後走行可能距離だけ進んだ場合に到達可能なエリアを検索
する。このとき、地図の情報として、道路の属性が取得できる場合、エリア検索部１６４
は、道路の属性を考慮して電動移動体１が到達可能なエリアを検索する。なお、現在地と
走行可能な距離を入力することで、到達可能なエリアを検索可能な検索エンジン（検索サ
ーバ）が広域ネットワーク６上に存在する場合、エリア検索部１６４は、その検索エンジ
ンを利用して電動移動体１が到達可能なエリアを検索してもよい。
【００７５】
　エリア検索部１６４による検索で得た電動移動体１の到達可能なエリア（以下、放電後
到達可能エリア）は、エリア検索部１６４により表示部１６７に表示される。また、エリ
ア検索部１６４は、電動移動体１の放電後到達可能エリアを充電場所検索部１６５に入力
する。電動移動体１の放電後到達可能エリアを入力された充電場所検索部１６５は、入力
されたエリアに含まれる充電場所を検索する。このとき、充電場所検索部１６５は、記憶
部１６６に予め記録されている地図の情報、又は通信部１６１を介して広域ネットワーク
６上の地図サーバ等から取得された地図の情報を利用する。
【００７６】
　また、現在地と走行可能な距離を入力することで、到達可能なエリア内に存在する充電
場所を検索可能な検索エンジン（検索サーバ）が広域ネットワーク６上に存在する場合、
充電場所検索部１６５は、その検索エンジンを利用して充電場所を検索してもよい。充電
場所検索部１６５による検索で得た充電場所（以下、放電後充電場所）は、充電場所検索
部１６５により表示部１６７に表示される。
【００７７】
　このように、本人確認が成功した後、表示部１６７には、放電後における電動移動体１
のバッテリ残量、走行可能距離（時間）、到達可能エリア、到達可能エリア内の充電場所
、に関する情報（以下、放電後情報）が表示される。この放電後情報は、電動移動体１が
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電動移動体３へと電力の供給を完了した後における電動移動体１の状態を示す情報である
。なお、この電動移動体１の放電後情報の一部もしくは全部、或いは放電後情報を生成す
るのに必要な情報は、通信部１６１を介して電動移動体３へ送られ、必要に応じて放電後
情報の生成処理を行った後、情報処理装置３６内の表示部（非図示）に表示されるように
してもよい。
【００７８】
　この段階で、表示部１６７には、放電前情報、及び放電後情報が表示される。また、表
示部１６７は、放電を開始するか否かをユーザに選択させるメッセージを表示する。この
メッセージを受けたユーザは、ユーザ入力部１６８を利用して放電の開始又は中止を指示
する。放電の開始が指示された場合、ユーザ入力部１６８は、放電の開始を通知する制御
信号（以下、放電開始信号）を充放電制御部１４に入力する。放電開始信号が入力された
充放電制御部１４は、予め入力された放電量の電力をバッテリ１１から出力する。出力さ
れた電力は、接続端子１５、電力線２を介して電動移動体３に供給される。
【００７９】
　電力の供給が完了すると、充放電制御部１４は、二酸化炭素量算出部１７０、料金計算
部１７１に対して放電量を入力する。放電量が入力された二酸化炭素量算出部１７０は、
入力された放電量の電力を発生させるために要した二酸化炭素量を算出する。そして、二
酸化炭素量算出部１７０は、算出した二酸化炭素量を表示部１６７に表示する。一方、放
電量が入力された料金計算部１７１は、入力された放電量の電力に相当する電気料金を算
出する。そして、料金計算部１７１は、算出した電気料金を表示部１６７に表示する。な
お、料金計算部１７１は、入力された放電量の電力に課せられる課税額も算出し、電気料
金とは別に表示部１６７に表示してもよい。
【００８０】
　なお、上記方式では本人認証を先に行ってから放電前後情報の表示を行っているが、予
め放電前後情報の表示を行ってユーザに状況確認を行わせた後、ユーザがユーザ入力部１
６８により放電開始の指示を行った場合にのみ本人認証を行うようにし、この本人確認に
成功した後に放電処理を行うようにしてもよい。
【００８１】
　以上、本実施形態に係る情報処理装置１６の機能構成について説明した。なお、上記の
説明においては、電動移動体１の放電前情報及び放電後情報をユーザに提示する構成が例
示された。しかし、電動移動体１の放電前情報及び放電後情報に加え、電動移動体３の放
電前情報及び放電後情報をユーザに提示する構成にしてもよい。このような構成にするこ
とで、電動移動体１、３の状態を考慮した適切な放電量の決定が可能になる。
【００８２】
　この場合、情報処理装置１６は、電動移動体３からバッテリ３１のバッテリ残量を取得
する必要がある。また、電動移動体１の放電は電動移動体３の充電に相当するため、充放
電後のバッテリ残量の算出方法が電動移動体１、３で異なる。しかし、これらの点に注意
することで、電動移動体３の放電前情報及び放電後情報は、電動移動体１の放電前情報及
び放電後情報と同様にして得られる。なお、このような変形例については後述する。
【００８３】
　（２－２－２：放電時の動作フロー）
　次に、図４、図５を参照しながら、本実施形態に係る放電時における情報処理装置１６
の動作フローについて説明する。この中で、図６～図１１を参照しながら、放電時におけ
る情報処理装置１６の動作フローの中で表示される画面の具体例について説明する。図４
、図５は、本実施形態に係る放電時における情報処理装置１６の動作フローについて説明
するための説明図である。また、図６～図１１は、放電時における情報処理装置１６の動
作フローの中で表示される画面の具体例について説明するための説明図である。
【００８４】
　図４に示すように、まず、接続端子１５に電力線２が接続され（Ｓ１０１）、充放電制
御部１４により接続が検知されると（Ｓ１０２）、情報処理装置１６、３６は、相互認証
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を実施する（Ｓ１０３）。この相互認証の処理フローについては後述する。相互認証が成
功すると、情報処理装置１６は、充放電制御部１４から現在のバッテリ残量を取得し、走
行可能距離算出部１６３の機能を利用して現在の走行可能距離（放電前走行可能距離）を
算出する（Ｓ１０４）。このとき、情報処理装置１６は、走行可能距離算出部１６３の機
能を利用して、放電前走行可能距離から走行可能時間を算出してもよい。
【００８５】
　次いで、情報処理装置１６は、エリア検索部１６４の機能を利用して、算出した放電前
走行可能距離から現在の走行可能エリア（放電前到達可能エリア）を検索する（Ｓ１０５
）。このとき、情報処理装置１６は、記憶部１６６に予め記録された地図の情報を利用し
たり、又は通信部１６１を介して広域ネットワーク６上にある地図サーバや検索サーバ等
の情報源を利用したりして放電前到達可能エリアを検索する。
【００８６】
　放電前到達可能エリアを検出した情報処理装置１６は、充電場所検索部１６５の機能を
利用して、検出した放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検索する（Ｓ１０６）
。このとき、情報処理装置１６は、記憶部１６６に予め記録された地図の情報を利用した
り、又は通信部１６１を介して広域ネットワーク６上にある地図サーバや検索サーバ等の
情報源を利用したりして放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検索する。
【００８７】
　放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検出した情報処理装置１６は、現在地を
基準とする地図、現在地、放電前走行可能距離（走行可能時間）、放電前バッテリ残量、
放電前到達可能エリア、その放電前到達可能エリア内に存在する充電場所等を表示部１６
７に表示する（Ｓ１０７）。このとき、表示部１６７には、図６に例示した画面構成で地
図、現在地、放電前走行可能距離、放電前バッテリ残量、放電前到達可能エリア、充電場
所等が表示される。ここで、図６に例示した表示構成について簡単に説明する。なお、図
６は、表示部１６７に表示される表示内容の一例を示す説明図である。
【００８８】
　図６に示すように、情報処理装置１６は、現在地を含む地図を表示部１６７に表示する
。なお、表示する地図の範囲は、現在地が中心となるように決められてもよいし、現在地
と最寄りの充電場所を含む範囲に決められてもよい。また、情報処理装置１６は、放電前
到達可能エリアを表示部１６７に表示する。図６の例では、ハッチングが施された範囲が
放電前到達可能エリアである。なお、実際にはハッチングに代えて色彩を利用したり、点
滅表示を利用したりしてユーザに分かりやすい表示にする方が好ましい。
【００８９】
　また、図６の例では、道路の属性を考慮した放電前到達可能エリアが表示されている。
つまり、情報処理装置１６は、現在地を出発点として電動移動体１が走行可能な道路を基
準に、電動移動体１が放電前走行可能距離だけ移動できる場合に到達可能な範囲を放電前
到達可能エリアとして表示している。例えば、現在地を出発点とした場合に一方通行の逆
走となる道路は、一方通行の順走にて到達可能とならない限り放電前到達可能エリアに含
まれない。また、通学路やバス専用道路のように時間帯に応じて通行禁止となるような道
路が存在する場合、その通行禁止時間帯において、情報処理装置１６は、その道路を放電
前到達可能エリアに含めないように表示する。
【００９０】
　また、図６の例では、満充電時を１００パーセントとするパーセント表記で放電前バッ
テリ残量が表示されている。しかし、放電前バッテリ残量の表示方法は、これに限定され
ない。例えば、放電前バッテリ残量をワット（Ｗ）、ワット時（Ｗｈ）、ジュール（Ｊ）
、カロリー（ｃａｌ）等の単位で表記してもよい。また、放電前バッテリ残量を数値で表
記せず、バーの長さで残量の多少を表現するバー表示、円グラフに占める面積で残量の多
少を表現する円グラフ表示、指針の位置で残量の多少を表現する指針表示等を利用して放
電前バッテリ残量を表現してもよい。また、ここで表示される放電前バッテリ残量は、厳
密な残量を示すものでなくてもよい。例えば、「多い」「少ない」の２段階、或いは、３
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～１０段階程度の段階表示で残量の多少を表現するものであってもよい。
【００９１】
　また、図６の例では、放電前走行可能距離が表示部１６７に表示されている。さらに、
図６の例では、放電前走行可能距離に対応する走行可能時間が表示されている。なお、こ
こで表示される放電前走行可能距離及びこれに対応する走行可能時間は、例えば、所定の
走行パターン（例えば、１０・１５モード燃費やＪＣ０８モード燃費の算出基準となる走
行パターン等）で電動移動体１が走行した場合に得られる数値である。但し、ここで表示
される放電前走行可能距離及びこれに対応する走行可能時間の算出方法は、ユーザが任意
に設定できるようにしてもよい。この場合、ユーザは、走行パターンを一定速度の平地走
行とし、その一定速度を時速３０ｋｍとした場合の放電前走行可能距離及びこれに対応す
る走行可能時間が表示されるように設定できるようになる。
【００９２】
　また、図６の例では、地図上にある充電場所（＃１～＃４）の情報がテキスト情報とし
て表示されている。このテキスト情報の中では、放電前到達可能エリア内にある充電場所
をユーザが判別できるように、放電前到達可能エリア外にある充電場所の情報に取消線が
付されている。なお、放電前到達可能エリア内にある充電場所のテキスト情報と放電前到
達可能エリア外にある充電場所のテキスト情報を異なる色彩で表現してもよい。さらに、
放電前到達可能エリア外にある充電場所のテキスト情報を現在地からの距離に応じて異な
る色彩になるように表現してもよい。また、放電前到達可能エリア外にある充電場所のテ
キスト情報は表示しなくてもよい。
【００９３】
　また、図６の例では、充電場所（＃１～＃４）を示すオブジェクトが地図上に表示され
ている。この例では全てのオブジェクトが同じ形状であるが、例えば、放電前到達可能エ
リア内にある充電場所のオブジェクトと放電前到達可能エリア外にある充電場所のオブジ
ェクトを異なる色彩や形状で表現してもよい。さらに、放電前到達可能エリア内にある充
電場所のオブジェクトを点滅させたり、放電前到達可能エリア外にある充電場所のオブジ
ェクトを半透明に表示させたりしてもよい。このような表現を用いることにより、ユーザ
が放電前到達可能エリア内にある充電場所を容易に認識することができるようになる。
【００９４】
　以上、ステップＳ１０７における表示方法について具体的に説明した。なお、図６の例
では、放電前バッテリ残量、放電前走行可能距離、走行可能時間、到達可能エリア内の充
電場所を示すテキスト情報が表示されているが、これらのテキスト情報の表示は、一部又
は全部が適宜省略されてもよい。一方、地図上に表示された現在地、放電前到達可能エリ
ア、及び充電場所のオブジェクト等は、常に表示される方が好ましい。
【００９５】
　ここで再び図４を参照する。ステップＳ１０７の表示処理が完了し、ステップＳ１０８
へと処理を進めた情報処理装置１６は、本人確認部１６９の機能を利用して、ユーザに対
する本人確認を実施する（Ｓ１０８）。このとき、情報処理装置１６は、図６に示すよう
に、ユーザに対してパスワードの入力を促したり、生体認証センサに生体部位を読み取ら
せるように促す。パスワード又は生体情報が入力された情報処理装置１６は、予め登録さ
れたパスワード又は生体情報と、入力されたパスワード又は生体情報を照合し、パスワー
ド又は生体情報を入力したユーザが正しいユーザ（以下、登録ユーザ）であることを確認
する。
【００９６】
　ステップＳ１０８の本人認証により登録ユーザ本人であることが確認された場合、情報
処理装置１６は、処理をステップＳ１１１（図５）へと進める（Ｓ１０９）。一方、ステ
ップＳ１０８の本人認証により登録ユーザ本人であることが確認されなかった場合、情報
処理装置１６は、処理をステップＳ１１０に進める（Ｓ１０９）。ステップＳ１１０へと
処理を進めた情報処理装置１６は、本人確認が失敗したことを示すエラー（又は警告）を
表示部１６７に表示し（Ｓ１１０）、放電時の処理に係る一連の動作を終了する。
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【００９７】
　一方、ステップＳ１１１（図５を参照）へと処理を進めた情報処理装置１６は、ユーザ
に対して放電量に関する情報の入力を促す（Ｓ１１１）。ここで、ユーザは、所望の放電
量を入力する。但し、放電量の入力は、必ずしも数値入力（図９を参照）に限らない。例
えば、情報処理装置１６は、図７、図８に示すように、放電後に電動移動体１が少なくと
も到達可能な充電場所を指定することで放電量が入力されるように構成されていてもよい
。なお、図７、図８の例では、ユーザ入力部１６８がタッチパネルである場合を想定して
いる。もちろん、タッチパネル以外の入力デバイスを利用して充電場所を指定できるよう
にしてもよい。
【００９８】
　ここで、図７、図８を参照しながら、充電場所を指定する放電量の入力方法（以下、充
電場所指定入力）について説明する。先に述べた通り、ユーザが適切な放電量を入力する
のは難しい。もちろん、本実施形態に係る情報処理装置１６は、ステップＳ１０７におい
て各種の放電前情報を表示しているため、これを参考にユーザが適切な放電量を決めるこ
とは可能である。しかし、所望の放電量を差し引いた後のバッテリ残量で電動移動体１が
どの程度走行可能なのか、或いは、そのバッテリ残量で電動移動体１がどこまで到達可能
なのかをユーザ自身が考える必要がある。そのため、現実的には、より直感的に適切な放
電量を決める方法が望まれる。そこで考案したのが充電場所指定入力である。
【００９９】
　充電場所指定入力の場合、ユーザは、放電後に電動移動体１が到達できるようにしたい
充電場所を指定するだけでよい。図７の例では、地図上に表示された充電場所のオブジェ
クトをタッチするだけでユーザの入力操作は完了する。但し、電動移動体１は放電側であ
るため、ユーザは、放電前到達可能エリア内にある充電場所のオブジェクトをタッチする
必要がある。そのため、情報処理装置１６は、放電前到達可能エリア外にある充電場所の
オブジェクトがタッチされても、その充電場所が指定されないようにする。また、図８の
例では、充電場所のテキスト情報をタッチするだけでユーザの入力操作は完了する。
【０１００】
　ユーザにより充電場所が指定されると、情報処理装置１６は、バッテリ残量算出部１６
２の機能を利用して、指定された充電場所まで電動移動体１が到達するために必要な電力
量を算出する。次いで、情報処理装置１６は、算出した電力量を放電前バッテリ残量から
差し引いて最大の放電量を算出する。最大の放電量を算出した情報処理装置１６は、最大
の放電量から所定の電力量（以下、電力量マージン）を差し引いて放電量を算出する。
【０１０１】
　ここで電力量マージンを差し引く理由は、現在地から指定された充電場所までの道路状
況や走行パターンが想定している道路状況や走行パターンと異なることで電動移動体１が
放電後に充電場所まで到達できなくなるのを防止することにある。なお、電力量マージン
は、ユーザが任意に設定できるようにしてもよいし、ユーザの平均的な走行パターンや地
図の情報から取得される道路状況等を考慮して情報処理装置１６が自動的に設定するよう
にしてもよい。
【０１０２】
　以上、ステップＳ１１１における放電量に関する情報の入力方法について説明した。な
お、放電量に関する情報の入力方法は、これに限定されない。例えば、放電量に関する情
報の入力方法は、図９に示すようにユーザが直接数値を入力するような方法でもよいし、
図１０に示すようにバー表示により放電量を指定するような方法でもよい。図１０に例示
したバー表示の場合、放電量のバーにカーソルを合わせて長さを伸縮させることで放電量
を指定することができる。もちろん、タッチパネルを利用できる場合には、放電量のバー
を指等で伸縮させることにより放電量を指定することができる。
【０１０３】
　ここで再び図５を参照する。ステップＳ１１１においてユーザにより放電量に関する情
報が入力され、放電量の指定を受けた情報処理装置１６は、バッテリ残量算出部１６２の
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機能を利用して放電後のバッテリ残量（放電後バッテリ残量）を算出する（Ｓ１１２）。
なお、放電後バッテリ残量は、放電前バッテリ残量から放電量を差し引くことで得られる
。放電後バッテリ残量を算出した情報処理装置１６は、走行可能距離算出部１６３の機能
を利用して、電動移動体１が放電後に走行可能な距離（放電後走行可能距離）を算出する
（Ｓ１１３）。なお、情報処理装置１６は、放電後走行可能距離に対応する走行可能時間
を算出してもよい。
【０１０４】
　放電後走行可能距離を算出した情報処理装置１６は、エリア検索部１６４の機能を利用
して、放電後に電動移動体１が到達可能なエリア（放電後到達可能エリア）を検索する（
Ｓ１１４）。放電後到達可能エリアを検出した情報処理装置１６は、充電場所検索部１６
５の機能を利用して、放電後到達可能エリア内にある充電場所を検索する（Ｓ１１５）。
なお、放電後走行可能距離の算出方法、放電後到達可能エリア及び放電後到達可能エリア
内にある充電場所の検索方法は、放電前走行可能距離の算出方法、放電前到達可能エリア
及び放電前到達可能エリア内にある充電場所の検索方法と同様である。
【０１０５】
　放電後到達可能エリア内に存在する充電場所を検出した情報処理装置１６は、現在地を
基準とする地図、現在地、放電後走行可能距離（走行可能時間）、放電後バッテリ残量、
放電後到達可能エリア、その放電後到達可能エリア内に存在する充電場所等を表示部１６
７に表示する（Ｓ１１６）。このとき、表示部１６７には、例えば、図１１に示した画面
構成で地図、現在地、放電後走行可能距離、放電後バッテリ残量、放電後到達可能エリア
、充電場所等が表示される。但し、表示部１６７には、放電前走行可能距離、放電前バッ
テリ残量、放電前到達可能エリア等が併せて表示される。このように、放電前情報と放電
後情報が併せて表示されることにより、放電前後における電動移動体１の状況が容易に把
握できるようになる。
【０１０６】
　ここで、図１１に例示した表示構成について簡単に説明する。なお、図１１は、表示部
１６７に表示される表示内容の一例を示す説明図である。なお、図１１に例示した表示構
成は、図６に示した放電前情報の表示構成に、放電後情報を追加したものである。従って
、図６と重複する部分に関する詳細な説明は省略する。
【０１０７】
　図１１に示すように、情報処理装置１６は、テキスト情報として、放電前情報と放電後
情報を並べて表示する。放電前情報は、図６に例示したものと同じである。一方、放電後
情報は、上記のステップＳ１１２～Ｓ１１５にて得られた放電後バッテリ残量、放電後走
行可能距離、放電後走行可能距離に対応する走行可能時間、放電後到達可能エリア内にあ
る充電場所の情報である。一方、地図上には、図６に示した放電前情報に加え、放電後到
達可能エリアが濃いハッチングで表示されている。なお、実際にはハッチングに代えて色
彩を利用したり、点滅表示を利用したりしてユーザに分かりやすい表示にする方が好まし
い。特に、放電前到達可能エリアと放電後到達可能エリアが容易に区別できるような表示
が望まれる。
【０１０８】
　また、図１１の例では、充電場所（＃１～＃４）を示す同じ形状のオブジェクトが地図
上に表示されている。この例では全てのオブジェクトが同じ形状であるが、例えば、放電
前到達可能エリア内にある充電場所のオブジェクトと放電後到達可能エリア内にある充電
場所のオブジェクトを異なる色彩や形状で表現してもよい。さらに、放電後到達可能エリ
ア内にある充電場所のオブジェクトを点滅させたり、放電前到達可能エリア外及び放電後
到達可能エリア外にある充電場所のオブジェクトを半透明に表示させたりしてもよい。こ
のような表現を用いることにより、ユーザが放電前到達可能エリアと放電後到達可能エリ
アの違いを容易に認識できるようになると共に、放電後に電動移動体１がどの充電場所ま
で到達できるかを容易に知ることができるようになる。
【０１０９】



(22) JP 5482280 B2 2014.5.7

10

20

30

40

50

　以上、ステップＳ１１６における表示方法について具体的に説明した。なお、図１１の
例では、放電前バッテリ残量、放電前走行可能距離、走行可能時間、放電前到達可能エリ
ア内の充電場所、放電後バッテリ残量、放電後走行可能距離、走行可能時間、放電後到達
可能エリア内の充電場所を示すテキスト情報が表示されているが、これらのテキスト情報
の表示は、一部又は全部が適宜省略されてもよい。一方、地図上に表示された現在地、放
電前到達可能エリア、放電後到達可能エリア、及び充電場所のオブジェクト等は、常に表
示される方が好ましい。
【０１１０】
　ここで再び図５を参照する。ステップＳ１１６の表示処理が完了し、ステップＳ１１７
へと処理を進めた情報処理装置１６は、図１１に示すように、ユーザに対して放電の実行
を促す（Ｓ１１７）。ここでユーザにより放電の実行操作が行われた場合、情報処理装置
１６は、処理をステップＳ１１８へと進める。一方、ユーザにより放電の実行操作が行わ
れなかった場合、情報処理装置１６は、処理をステップＳ１１１へと戻し、ステップＳ１
１１以降の処理を再び実行する。ステップＳ１１８へと処理を進めた情報処理装置１６は
、充放電制御部１４を制御して、ステップＳ１１１で指定された放電量の電力をバッテリ
１１から放電する（Ｓ１１８）。
【０１１１】
　このようにして放電された電力は、電力線２を通じて電動移動体３に供給され、電動移
動体３のバッテリ３１に充電される。
【０１１２】
　以上、放電時における情報処理装置１６の動作フローについて詳細に説明した。上記説
明においては、電動移動体１を放電側、電動移動体３を充電側とし、放電側の情報処理装
置１６により放電量の指定や放電の実行操作が行われる構成について説明した。但し、表
示部１６７に表示される表示内容を充電側に表示したり、放電量の指定や放電の実行操作
を充電側で行うように変形することも可能である。また、情報処理装置１６にて実行され
る演算処理や通信処理を情報処理装置３６にて実行するように変形することもできる。さ
らに、本人確認処理ステップＳ１０８から放電時動作終了までのフローを、ステップＳ１
１７の後に移動し、本人確認処理ステップＳ１０９に成功した時のみ、実際の放電処理ス
テップＳ１１８を実行するように変更してもよい。また、これらの演算処理や通信処理を
広域ネットワーク６に接続された外部のサーバにより実行させるように変形してもよい。
こうした変形例についても当然に本実施形態の技術的範囲に属する。
【０１１３】
　［２－４：変形例１（双方の情報表示）］
　こうした変形例の１つとして、放電側、充電側の双方に関する情報を表示する構成につ
いて説明する。つまり、ここで説明する変形例（以下、変形例１）は、電動移動体１が放
電する前に、電動移動体１の放電前情報及び放電後情報、電動移動体３の放電前情報及び
放電後情報をユーザに提示する構成に関する。なお、以下の説明において、充電側である
電動移動体３の各種情報についても、放電前情報及び放電後情報等と表記する。つまり、
以下の説明で用いる「放電前」「放電後」という表記は、電動移動体１が放電する前、又
は放電した後の時間的なタイミングを意味する。
【０１１４】
　（２－４－１：放電時の動作フロー）
　以下、図１２～図１５を参照しながら、変形例１に係る放電時における情報処理装置１
６の動作フローについて説明する。この中で、図１６～図２１を参照しながら、放電時に
おける情報処理装置１６の動作フローの中で表示される画面の具体例について説明する。
図１２～図１５は、変形例１に係る放電時における情報処理装置１６の動作フローについ
て説明するための説明図である。また、図１６～図２１は、放電時における情報処理装置
１６の動作フローの中で表示される画面の具体例について説明するための説明図である。
【０１１５】
　図１２に示すように、まず、接続端子１５に電力線２が接続され（Ｓ２０１）、充放電
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制御部１４により接続が検知されると（Ｓ２０２）、情報処理装置１６、３６は、相互認
証を実施する（Ｓ２０３）。この相互認証の処理フローについては後述する。相互認証が
成功すると、情報処理装置１６は、充放電制御部１４から現在のバッテリ残量を取得し、
走行可能距離算出部１６３の機能を利用して現在の走行可能距離（放電前走行可能距離）
を算出する（Ｓ２０４）。このとき、情報処理装置１６は、走行可能距離算出部１６３の
機能を利用して、放電前走行可能距離から走行可能時間を算出してもよい。
【０１１６】
　次いで、情報処理装置１６は、エリア検索部１６４の機能を利用して、算出した放電前
走行可能距離から現在の走行可能エリア（放電前到達可能エリア）を検索する（Ｓ２０５
）。このとき、情報処理装置１６は、記憶部１６６に予め記録された地図の情報を利用し
たり、又は通信部１６１を介して広域ネットワーク６上にある地図サーバや検索サーバ等
の情報源を利用したりして放電前到達可能エリアを検索する。
【０１１７】
　放電前到達可能エリアを検出した情報処理装置１６は、充電場所検索部１６５の機能を
利用して、検出した放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検索する（Ｓ２０６）
。このとき、情報処理装置１６は、記憶部１６６に予め記録された地図の情報を利用した
り、又は通信部１６１を介して広域ネットワーク６上にある地図サーバや検索サーバ等の
情報源を利用したりして放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検索する。
【０１１８】
　放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検出した情報処理装置１６は、現在地を
基準とする地図、現在地、放電前走行可能距離（走行可能時間）、放電前バッテリ残量、
放電前到達可能エリア、その放電前到達可能エリア内に存在する充電場所等を表示部１６
７に表示する（Ｓ２０７）。このとき、表示部１６７には、図１６の左側に例示した画面
構成で地図、現在地、放電前走行可能距離、放電前バッテリ残量、放電前到達可能エリア
、充電場所等が表示される。なお、図１６の左側に示した画面構成は、図６に示した画面
構成と実質的に同じである。
【０１１９】
　ステップＳ２０７の表示処理が完了し、ステップＳ２０８へと処理を進めた情報処理装
置１６は、本人確認部１６９の機能を利用して、ユーザに対する本人確認を実施する（Ｓ
２０８）。このとき、情報処理装置１６は、ユーザに対してパスワードの入力を促したり
、生体認証センサに生体部位を読み取らせるように促す。パスワード又は生体情報が入力
された情報処理装置１６は、予め登録されたパスワード又は生体情報と、入力されたパス
ワード又は生体情報を照合し、パスワード又は生体情報を入力したユーザが正しいユーザ
（登録ユーザ）であることを確認する。
【０１２０】
　ステップＳ２０８の本人認証により登録ユーザ本人であることが確認された場合、情報
処理装置１６は、処理をステップＳ２１１（図１５）へと進める（Ｓ２０９）。一方、ス
テップＳ２０８の本人認証により登録ユーザ本人であることが確認されなかった場合、情
報処理装置１６は、処理をステップＳ２１０に進める（Ｓ２０９）。ステップＳ２１０へ
と処理を進めた情報処理装置１６は、本人確認が失敗したことを示すエラー（又は警告）
を表示部１６７に表示し（Ｓ２１０）、放電時の処理に係る一連の動作を終了する。
【０１２１】
　一方、ステップＳ２１１（図１５を参照）へと処理を進めた情報処理装置１６は、電動
移動体３の充放電制御部３４又は情報処理装置３６からバッテリ３１の放電前バッテリ残
量を取得する（Ｓ２１１）。電動移動体３の放電前バッテリ残量を取得した情報処理装置
１６は、走行可能距離算出部１６３の機能を利用して電動移動体３の放電前走行可能距離
を算出する（Ｓ２１２）。このとき、情報処理装置１６は、走行可能距離算出部１６３の
機能を利用して、放電前走行可能距離から走行可能時間を算出してもよい。
【０１２２】
　なお、ここで表示される放電前走行可能距離及びこれに対応する走行可能時間は、例え



(24) JP 5482280 B2 2014.5.7

10

20

30

40

50

ば、所定の走行パターン（例えば、１０・１５モード燃費やＪＣ０８モード燃費の算出基
準となる走行パターン等）で電動移動体３が走行した場合に得られる数値である。従って
、放電前走行可能距離及びこれに対応する走行可能時間を計算するのに必要な数値を、電
動移動体３からステップＳ２１１で受け取るようにしておく。また、このような計算を情
報処理装置１６で行うのではなく、情報処理装置３６側で行わせてステップＳ２１１で受
け取るようにしてもよい。一方、ここで表示される放電前走行可能距離及びこれに対応す
る走行可能時間の算出方法を、ユーザが任意に設定できるようにしてもよい。この場合、
ユーザは、走行パターンを一定速度の平地走行とし、その一定速度を時速３０ｋｍとした
場合の放電前走行可能距離及びこれに対応する走行可能時間が表示されるように設定でき
るようになる。
【０１２３】
　次いで、情報処理装置１６は、エリア検索部１６４の機能を利用して、算出した放電前
走行可能距離から電動移動体３の放電前到達可能エリアを検索する（Ｓ２１３）。このと
き、情報処理装置１６は、記憶部１６６に予め記録された地図の情報を利用したり、又は
通信部１６１を介して広域ネットワーク６上にある地図サーバや検索サーバ等の情報源を
利用したりして放電前到達可能エリアを検索する。
【０１２４】
　電動移動体３の放電前到達可能エリアを検出した情報処理装置１６は、充電場所検索部
１６５の機能を利用して、検出した放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検索す
る（Ｓ２１４）。このとき、情報処理装置１６は、記憶部１６６に予め記録された地図の
情報を利用したり、又は通信部１６１を介して広域ネットワーク６上にある地図サーバや
検索サーバ等の情報源を利用したりして電動移動体３の放電前到達可能エリア内に存在す
る充電場所を検索する。
【０１２５】
　電動移動体３の放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検出した情報処理装置１
６は、現在地を基準とする地図、現在地、電動移動体３の放電前走行可能距離（走行可能
時間）、放電前バッテリ残量、放電前到達可能エリア、その放電前到達可能エリア内に存
在する充電場所等を表示部１６７に表示する（Ｓ２１５）。このとき、表示部１６７には
、図１６の右側に例示した画面構成で地図、現在地、電動移動体３の放電前走行可能距離
、放電前バッテリ残量、放電前到達可能エリア、充電場所等が表示される。なお、図１６
の右側に示した画面構成は、図６に示した画面構成と実質的に同じである。
【０１２６】
　ここで、図１６、図１７を参照しながら、ステップＳ２０７、Ｓ２１５における表示方
法について説明を補足する。上記の通り、ステップＳ２０７、Ｓ２１５の表示処理により
、電動移動体１の放電前情報、及び電動移動体３の放電前情報が表示部１６７に表示され
る。上記説明においては、図１６のように電動移動体１の放電前情報と電動移動体３の放
電前情報を並列に表示する方法を例示したが、変形例１に係る放電前情報の表示方法はこ
れに限定されない。例えば、図１７に示すように、地図上に電動移動体１の放電前到達可
能エリアと電動移動体３の放電前到達可能エリアを重複して表示してもよい。
【０１２７】
　この場合、電動移動体１の放電前到達可能エリアと電動移動体３の放電前到達可能エリ
アは、ユーザが容易に区別できるよう、異なる色彩や点滅等を用いて表現される。また、
電動移動体１の放電前情報に関するテキスト情報と電動移動体３の充電前情報に関するテ
キスト情報も、ユーザが容易に区別できるよう、異なる色彩や点滅等を用いて表現される
方が好ましい。その場合、テキスト情報自体が異なる表現で表示されてもよいし、図１７
に示すように、テキスト情報の背景が異なる表現で表示されてもよい。また、地図上に表
示される充電場所のオブジェクトについても、電動移動体１の放電前到達可能エリア内に
ある充電場所と電動移動体３の放電前到達可能エリア内にある充電場所が容易に区別でき
るように異なる表現で表示される方が好ましい。
【０１２８】
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　以上、ステップＳ２０７、Ｓ２１５における表示方法について説明を補足した。
【０１２９】
　ここで図１４を参照する。ステップＳ２１５において表示処理を完了した情報処理装置
１６は、ユーザに対して放電量に関する情報の入力を促す（Ｓ２１６）。ここで、ユーザ
は、所望の放電量を入力する。但し、放電量の入力は、必ずしも数値入力に限らない。例
えば、情報処理装置１６は、図１８～図２０に示すように、放電後に電動移動体１が少な
くとも到達可能な充電場所、又は電動移動体３が少なくとも到達可能な充電場所を指定す
ることで放電量が入力されるように構成されていてもよい。なお、図１８～図２０の例で
は、ユーザ入力部１６８がタッチパネルである場合を想定している。もちろん、タッチパ
ネル以外の入力デバイスを利用して充電場所を指定できるようにしてもよい。
【０１３０】
　ここで、図１８～図２０を参照しながら、充電場所を指定する放電量の入力方法（充電
場所指定入力）について説明する。先に述べた通り、ユーザが適切な放電量を入力するの
は難しい。もちろん、変形例１に係る情報処理装置１６は、ステップＳ２０７、Ｓ２１５
において各種の放電前情報を表示しているため、これを参考にユーザが適切な放電量を決
めることは可能である。
【０１３１】
　しかし、所望の放電量を差し引いた後のバッテリ残量で電動移動体１がどの程度走行可
能なのか、或いは、そのバッテリ残量で電動移動体１がどこまで到達可能なのかをユーザ
自身が考える必要がある。これと同時に、所望の放電量を加算した後のバッテリ残量で電
動移動体３がどの程度走行可能なのか、或いは、そのバッテリ残量で電動移動体３がどこ
まで到達可能なのかをユーザ自身が考える必要がある。そのため、現実的には、より直感
的に適切な放電量を決める方法が望まれる。そこで考案したのが変形例１に係る充電場所
指定入力である。
【０１３２】
　この充電場所指定入力の場合、ユーザは、放電後に電動移動体１又は電動移動体３が到
達できるようにしたい充電場所を指定するだけでよい。図１８の例では、地図上に表示さ
れた充電場所のオブジェクトをタッチするだけでユーザの入力操作は完了する。但し、電
動移動体１は放電側であるため、電動移動体１に関する放電前情報をタッチする場合、ユ
ーザは、放電前到達可能エリア内にある充電場所のオブジェクトをタッチする必要がある
。そのため、情報処理装置１６は、電動移動体１に関する放電前情報について、放電前到
達可能エリア外にある充電場所のオブジェクトがタッチされても、その充電場所が指定さ
れないようにする。
【０１３３】
　一方、電動移動体３は充電側であるため、電動移動体３に関する放電前情報をタッチす
る場合、ユーザは、放電前到達可能エリア外にある充電場所のオブジェクトをタッチする
必要がある。そのため、情報処理装置１６は、電動移動体３に関する放電前情報について
、放電前到達可能エリア内にある充電場所のオブジェクトがタッチされても、その充電場
所が指定されないようにする。また、図１９の例では、充電場所のテキスト情報をタッチ
するだけでユーザの入力操作は完了する。さらに、図２０の例では、電動移動体１、電動
移動体３のいずれかを選択した後（Ｓｔｅｐ．１）、地図上にある充電場所のオブジェク
トをタッチ（Ｓｔｅｐ．２）することでユーザの入力操作が完了する。
【０１３４】
　ユーザにより充電場所が指定されると、情報処理装置１６は、バッテリ残量算出部１６
２の機能を利用して、指定された充電場所まで電動移動体１又は電動移動体３が到達する
ために必要な電力量を算出する。電動移動体１の放電前情報から充電場所が指定された場
合、情報処理装置１６は、算出した電力量を電動移動体１の放電前バッテリ残量から差し
引いて最大の放電量を算出する。最大の放電量を算出した情報処理装置１６は、最大の放
電量から所定の電力量（第１の電力量マージン）を差し引いて放電量を算出する。
【０１３５】
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　一方、電動移動体３の放電前情報から充電場所が指定された場合、情報処理装置１６は
、指定された充電場所まで電動移動体３が到達するために必要な電力量を算出し、この電
力量から電動移動体３の放電前バッテリ残量を差し引いて最小の放電量を算出する。最小
の放電量を算出した情報処理装置１６は、最小の放電量に所定の電力量（第２の電力量マ
ージン）を加算して放電量を算出する。なお、第１及び第２の電力量マージンは異なる値
に設定されていてもよい。
【０１３６】
　以上、ステップＳ２１６における放電量に関する情報の入力方法について説明した。な
お、放電量に関する情報の入力方法は、これに限定されない。例えば、放電量に関する情
報の入力方法は、ユーザが直接数値を入力するような方法でもよいし、バー表示により放
電量を指定するような方法でもよい。
【０１３７】
　ここで再び図１４を参照する。ステップＳ２１６においてユーザにより放電量に関する
情報が入力され、放電量の指定を受けた情報処理装置１６は、バッテリ残量算出部１６２
の機能を利用して電動移動体１の放電後バッテリ残量を算出する（Ｓ２１７）。なお、電
動移動体１の放電後バッテリ残量は、電動移動体１の放電前バッテリ残量から放電量を差
し引くことで得られる。電動移動体１の放電後バッテリ残量を算出した情報処理装置１６
は、走行可能距離算出部１６３の機能を利用して、電動移動体１の放電後走行可能距離を
算出する（Ｓ２１８）。なお、情報処理装置１６は、放電後走行可能距離に対応する走行
可能時間を算出してもよい。
【０１３８】
　電動移動体１の放電後走行可能距離を算出した情報処理装置１６は、エリア検索部１６
４の機能を利用して、電動移動体１の放電後到達可能エリアを検索する（Ｓ２１９）。電
動移動体１の放電後到達可能エリアを検出した情報処理装置１６は、充電場所検索部１６
５の機能を利用して、電動移動体１の放電後到達可能エリア内にある充電場所を検索する
（Ｓ２２０）。なお、放電後走行可能距離の算出方法、放電後到達可能エリア及び放電後
到達可能エリア内にある充電場所の検索方法は、放電前走行可能距離の算出方法、放電前
到達可能エリア及び放電前到達可能エリア内にある充電場所の検索方法と同様である。
【０１３９】
　電動移動体１の放電後到達可能エリア内に充電場所が存在する場合、情報処理装置１６
は、処理をステップＳ２２２（図１５）に進める（Ｓ２２１）。一方、電動移動体１の放
電後到達可能エリア内に充電場所が存在しない場合、情報処理装置１６は、処理をステッ
プＳ２１６に戻し、ステップＳ２１６以降の処理を再び実行する（Ｓ２２１）。但し、目
的地が放電後到達可能エリア内にある場合には、処理をステップＳ２２２に進めるように
してもよいし、その旨表示して処理をステップＳ２１１に進めてよいか確認するようにし
てもよい。ステップＳ２２２（図１５を参照）へと処理を進めた情報処理装置１６は、バ
ッテリ残量算出部１６２の機能を利用して電動移動体３の放電後バッテリ残量を算出する
（Ｓ２２２）。なお、電動移動体３の放電後バッテリ残量は、電動移動体３の放電前バッ
テリ残量に放電量を加算することで得られる。
【０１４０】
　電動移動体３の放電後バッテリ残量を算出した情報処理装置１６は、走行可能距離算出
部１６３の機能を利用して、電動移動体３の放電後走行可能距離を算出する（Ｓ２２３）
。なお、情報処理装置１６は、放電後走行可能距離に対応する走行可能時間を算出しても
よい。電動移動体３の放電後走行可能距離を算出した情報処理装置１６は、エリア検索部
１６４の機能を利用して、電動移動体３の放電後到達可能エリアを検索する（Ｓ２２４）
。電動移動体３の放電後到達可能エリアを検出した情報処理装置１６は、充電場所検索部
１６５の機能を利用して、電動移動体３の放電後到達可能エリア内にある充電場所を検索
する（Ｓ２２５）。
【０１４１】
　なお、放電後走行可能距離の算出方法、放電後到達可能エリア及び放電後到達可能エリ
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ア内にある充電場所の検索方法は、放電前走行可能距離の算出方法、放電前到達可能エリ
ア及び放電前到達可能エリア内にある充電場所の検索方法と同様である。電動移動体３の
放電後到達可能エリア内に存在する充電場所を検出した情報処理装置１６は、電動移動体
１、３について、現在地を基準とする地図、現在地、放電後走行可能距離（走行可能時間
）、放電後バッテリ残量、放電後到達可能エリア、その放電後到達可能エリア内に存在す
る充電場所等を表示部１６７に表示する（Ｓ２２６）。
【０１４２】
　このとき、表示部１６７には、例えば、図２１に示した画面構成で地図、現在地、放電
後走行可能距離、放電後バッテリ残量、放電後到達可能エリア、充電場所等が表示される
。但し、表示部１６７には、放電前走行可能距離、放電前バッテリ残量、放電前到達可能
エリア等が併せて表示される。このように、放電前情報と放電後情報が併せて表示される
ことにより、放電前後における電動移動体１の状況が容易に把握できるようになる。また
、電動移動体１、３の双方について、放電前情報と放電後情報が併せて表示されるため、
放電前後における電動移動体１、３の状態を考慮して放電量を指定することが可能になる
。
【０１４３】
　ステップＳ２２６の表示処理が完了し、ステップＳ２２７へと処理を進めた情報処理装
置１６は、ユーザに対して放電の実行を促す（Ｓ２２７）。ここでユーザにより放電の実
行操作が行われた場合、情報処理装置１６は、処理をステップＳ２２８へと進める。一方
、ユーザにより放電の実行操作が行われなかった場合、情報処理装置１６は、処理をステ
ップＳ２１６（図１４）へと戻し、ステップＳ２１６以降の処理を再び実行する。ステッ
プＳ２２８へと処理を進めた情報処理装置１６は、充放電制御部１４を制御して、ステッ
プＳ２１６で指定された放電量の電力をバッテリ１１から放電する（Ｓ２２８）。
【０１４４】
　このようにして放電された電力は、電力線２を通じて電動移動体３に供給され、電動移
動体３のバッテリ３１に充電される。
【０１４５】
　以上、放電時における情報処理装置１６の動作フローについて詳細に説明した。上記説
明においては、電動移動体１を放電側、電動移動体３を充電側とし、放電側の情報処理装
置１６により放電量の指定や放電の実行操作が行われる構成について説明した。但し、表
示部１６７に表示される表示内容を充電側に表示したり、放電量の指定や放電の実行操作
を充電側で行うように変形することも可能である。また、情報処理装置１６にて実行され
る演算処理や通信処理を情報処理装置３６にて実行するように変形することもできる。さ
らに、これらの演算処理や通信処理を広域ネットワーク６に接続された外部のサーバによ
り実行させるように変形してもよい。
【０１４６】
　［２－５：変形例２（充放電側の自動決定）］
　これまで、電動移動体１を放電側、電動移動体３を充電側として説明してきた。放電側
、充電側の設定は、例えば、ユーザが電動移動体１、３（例えば、接続端子１５、３５の
付近）に設けられた切り替えスイッチを操作して行うようにしてもよい。しかし、多くの
場合、バッテリ残量の多い方を放電側、バッテリ残量の少ない方を充電側に設定すること
になるであろう。そこで、ここではバッテリ残量に応じて放電側、充電側を自動設定する
構成について説明する。
【０１４７】
　（２－５－１：充放電側決定時の動作フロー）
　例えば、放電側、充電側の自動設定は、図２２に示す電動移動体１、３の動作フローに
従って行われる。なお、図２２の例では、電動移動体１のバッテリ残量が電動移動体３の
バッテリ残量よりも多いものとする。
【０１４８】
　図２２に示すように、まず、電動移動体１、３は、電力線２により接続される（Ｓ３０
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１）。次いで、電動移動体１、３は、それぞれ相手のバッテリ残量を取得する（Ｓ３０２
）。もちろん、バッテリ残量授受の前に相互認証してもよい。次いで、電動移動体１は、
自身のバッテリ残量と相手のバッテリ残量を比較する（Ｓ３０３）。図２２の例では、電
動移動体１のバッテリ残量が電動移動体３のバッテリ残量よりも多いため、電動移動体１
は、自身の属性を放電側に決定する（Ｓ３０４）。同様に、電動移動体３は、自身のバッ
テリ残量と相手のバッテリ残量を比較する（Ｓ３０５）。図２２の例では、電動移動体１
のバッテリ残量が電動移動体３のバッテリ残量よりも多いため、電動移動体３は、自身の
属性を充電側に決定する（Ｓ３０６）。そして、電動移動体１、３は、それぞれの属性に
従い、放電処理を実行する（Ｓ３０７）。
【０１４９】
　以上、放電側、充電側を自動決定する方法について説明した。この方法を適用すること
により、ユーザが放電側、充電側を設定する手間が減り、利便性が向上する。但し、放電
側、充電側を自動設定するか、手動設定するかは、ユーザにより設定できるようにしてお
く方が好ましい。
【０１５０】
　［２－６：変形例３（放電量の推薦）］
　次に、本実施形態の一変形例（変形例３）として、放電量の推薦値を自動算出する構成
について説明する。ここで自動算出される放電量の推薦値は、ユーザが適切な放電量を決
める際に参照されたり、実際に利用される放電量として利用されたりする。このように、
放電量の推薦値が自動算出されることで、電動移動体１、３が駆動する仕組みや走行性能
に詳しくないユーザであっても、容易に適切な放電量を決定することが可能になる。
【０１５１】
　（２－６－１：放電時の動作フロー）
　以下、図２３～図２７を参照しながら、変形例３に係る放電時における情報処理装置１
６の動作フローについて説明する。この中で、図２８、図２９を参照しながら、放電時に
おける情報処理装置１６の動作フローの中で表示される画面の具体例について説明する。
図２３～図２７は、変形例３に係る放電時における情報処理装置１６の動作フローについ
て説明するための説明図である。また、図２８、図２９は、放電時における情報処理装置
１６の動作フローの中で表示される画面の具体例について説明するための説明図である。
【０１５２】
　図２３に示すように、まず、接続端子１５に電力線２が接続され（Ｓ３０１）、充放電
制御部１４により接続が検知されると（Ｓ３０２）、情報処理装置１６、３６は、相互認
証を実施する（Ｓ３０３）。この相互認証の処理フローについては後述する。相互認証が
成功すると、情報処理装置１６は、充放電制御部１４から現在のバッテリ残量を取得し、
走行可能距離算出部１６３の機能を利用して現在の走行可能距離（放電前走行可能距離）
を算出する（Ｓ３０４）。このとき、情報処理装置１６は、走行可能距離算出部１６３の
機能を利用して、放電前走行可能距離から走行可能時間を算出してもよい。
【０１５３】
　次いで、情報処理装置１６は、エリア検索部１６４の機能を利用して、算出した放電前
走行可能距離から現在の走行可能エリア（放電前到達可能エリア）を検索する（Ｓ３０５
）。このとき、情報処理装置１６は、記憶部１６６に予め記録された地図の情報を利用し
たり、又は通信部１６１を介して広域ネットワーク６上にある地図サーバや検索サーバ等
の情報源を利用したりして放電前到達可能エリアを検索する。
【０１５４】
　放電前到達可能エリアを検出した情報処理装置１６は、充電場所検索部１６５の機能を
利用して、検出した放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検索する（Ｓ３０６）
。このとき、情報処理装置１６は、記憶部１６６に予め記録された地図の情報を利用した
り、又は通信部１６１を介して広域ネットワーク６上にある地図サーバや検索サーバ等の
情報源を利用したりして放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検索する。
【０１５５】
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　放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検出した情報処理装置１６は、現在地を
基準とする地図、現在地、放電前走行可能距離（走行可能時間）、放電前バッテリ残量、
放電前到達可能エリア、その放電前到達可能エリア内に存在する充電場所等を表示部１６
７に表示する（Ｓ３０７）。次いで、情報処理装置１６は、本人確認部１６９の機能を利
用して、ユーザに対する本人確認を実施する（Ｓ３０８）。このとき、情報処理装置１６
は、ユーザに対してパスワードの入力を促したり、生体認証センサに生体部位を読み取ら
せるように促す。パスワード又は生体情報が入力された情報処理装置１６は、予め登録さ
れたパスワード又は生体情報と、入力されたパスワード又は生体情報を照合し、パスワー
ド又は生体情報を入力したユーザが正しいユーザ（登録ユーザ）であることを確認する。
【０１５６】
　ステップＳ３０８の本人認証により登録ユーザ本人であることが確認された場合、情報
処理装置１６は、処理をステップＳ３１１（図２４）へと進める（Ｓ３０９）。一方、ス
テップＳ３０８の本人認証により登録ユーザ本人であることが確認されなかった場合、情
報処理装置１６は、処理をステップＳ３１０に進める（Ｓ３０９）。ステップＳ３１０へ
と処理を進めた情報処理装置１６は、本人確認が失敗したことを示すエラー（又は警告）
を表示部１６７に表示し（Ｓ３１０）、放電時の処理に係る一連の動作を終了する。
【０１５７】
　一方、ステップＳ３１１（図２４を参照）へと処理を進めた情報処理装置１６は、電動
移動体３の充放電制御部３４又は情報処理装置３６からバッテリ３１の放電前バッテリ残
量を取得する（Ｓ３１１）。電動移動体３の放電前バッテリ残量を取得した情報処理装置
１６は、走行可能距離算出部１６３の機能を利用して電動移動体３の放電前走行可能距離
を算出する（Ｓ３１２）。このとき、情報処理装置１６は、走行可能距離算出部１６３の
機能を利用して、放電前走行可能距離から走行可能時間を算出してもよい。
【０１５８】
　なお、ここで表示される放電前走行可能距離及びこれに対応する走行可能時間は、例え
ば、所定の走行パターン（例えば、１０・１５モード燃費やＪＣ０８モード燃費の算出基
準となる走行パターン等）で電動移動体３が走行した場合に得られる数値である。従って
、放電前走行可能距離及びこれに対応する走行可能時間を計算するのに必要な数値を、電
動移動体３からステップＳ２１１で受け取るようにしておく。また、このような計算を情
報処理装置１６で行うのではなく、情報処理装置３６側で行わせてステップＳ２１１で受
け取るようにしてもよい。一方、ここで表示される放電前走行可能距離及びこれに対応す
る走行可能時間の算出方法を、ユーザが任意に設定できるようにしてもよい。この場合、
ユーザは、走行パターンを一定速度の平地走行とし、その一定速度を時速３０ｋｍとした
場合の放電前走行可能距離及びこれに対応する走行可能時間が表示されるように設定でき
るようになる。
【０１５９】
　次いで、情報処理装置１６は、エリア検索部１６４の機能を利用して、算出した放電前
走行可能距離から電動移動体３の放電前到達可能エリアを検索する（Ｓ３１３）。このと
き、情報処理装置１６は、記憶部１６６に予め記録された地図の情報を利用したり、又は
通信部１６１を介して広域ネットワーク６上にある地図サーバや検索サーバ等の情報源を
利用したりして放電前到達可能エリアを検索する。
【０１６０】
　電動移動体３の放電前到達可能エリアを検出した情報処理装置１６は、充電場所検索部
１６５の機能を利用して、検出した放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検索す
る（Ｓ３１４）。このとき、情報処理装置１６は、記憶部１６６に予め記録された地図の
情報を利用したり、又は通信部１６１を介して広域ネットワーク６上にある地図サーバや
検索サーバ等の情報源を利用したりして電動移動体３の放電前到達可能エリア内に存在す
る充電場所を検索する。
【０１６１】
　電動移動体３の放電前到達可能エリア内に存在する充電場所を検出した情報処理装置１
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６は、現在地を基準とする地図、現在地、電動移動体３の放電前走行可能距離（走行可能
時間）、放電前バッテリ残量、放電前到達可能エリア、その放電前到達可能エリア内に存
在する充電場所等を表示部１６７に表示する（Ｓ３１５）。
【０１６２】
　次いで、情報処理装置１６は、電動移動体３の放電前到達可能エリア内に充電場所が存
在するか否かを判定する（Ｓ３１６）。電動移動体３の放電前到達可能エリア内に充電場
所が存在する場合、情報処理装置１６は、放電時の処理に係る一連の動作を終了する。一
方、電動移動体３の放電前到達可能エリア内に充電場所が存在しない場合、情報処理装置
１６は、処理をステップＳ３１７に進める。ステップＳ３１７に処理を進めた情報処理装
置１６は、電動移動体３の放電前到達可能エリア外にある充電場所のうち、現在地から最
も近い充電場所（以下、最近充電場所）を選択する（Ｓ３１７）。
【０１６３】
　最近充電場所を選択した情報処理装置１６は、電動移動体３が充電後に最近充電場所ま
で到達できるような放電量を算出する（Ｓ３１８）。例えば、情報処理装置１６は、バッ
テリ残量算出部１６２の機能を利用して、最近充電場所まで電動移動体３が到達するため
に必要な電力量を算出する。次いで、情報処理装置１６は、算出した電力量から電動移動
体３の放電前バッテリ残量を差し引いて最小の放電量を算出する。最小の放電量を算出し
た情報処理装置１６は、最小の放電量に所定の電力量（電力量マージン）を加算して放電
量を算出する。
【０１６４】
　放電量を算出した情報処理装置１６は、バッテリ残量算出部１６２の機能を利用して電
動移動体１の放電後バッテリ残量を算出する（Ｓ３１９）。なお、電動移動体１の放電後
バッテリ残量は、電動移動体１の放電前バッテリ残量から放電量を差し引くことで得られ
る。電動移動体１の放電後バッテリ残量を算出した情報処理装置１６は、走行可能距離算
出部１６３の機能を利用して、電動移動体１の放電後走行可能距離を算出する（Ｓ３２０
）。なお、情報処理装置１６は、放電後走行可能距離に対応する走行可能時間を算出して
もよい。
【０１６５】
　電動移動体１の放電後走行可能距離を算出した情報処理装置１６は、エリア検索部１６
４の機能を利用して、電動移動体１の放電後到達可能エリアを検索する（Ｓ３２１）。電
動移動体１の放電後到達可能エリアを検出した情報処理装置１６は、充電場所検索部１６
５の機能を利用して、電動移動体１の放電後到達可能エリア内にある充電場所を検索する
（Ｓ２２２）。なお、放電後走行可能距離の算出方法、放電後到達可能エリア及び放電後
到達可能エリア内にある充電場所の検索方法は、放電前走行可能距離の算出方法、放電前
到達可能エリア及び放電前到達可能エリア内にある充電場所の検索方法と同様である。
【０１６６】
　電動移動体１の放電後到達可能エリア内に充電場所が存在する場合、情報処理装置１６
は、処理をステップＳ３２４に進める（Ｓ３２３）。一方、電動移動体１の放電後到達可
能エリア内に充電場所が存在しない場合、情報処理装置１６は、処理をステップＳ３２５
（図２６）に進める（Ｓ３２３）。なお、電動移動体１の放電後到達可能エリア内に充電
場所が存在しない場合でも、電動移動体１の放電後到達可能エリア内に目的地が設定され
ている場合には、処理をステップＳ３２４に進めてもよいし、所定の警告メッセージを出
して、ユーザの指示を受けるようにしてもよい。
【０１６７】
　ステップＳ３２４へと処理を進めた情報処理装置１６は、図２８、図２９に示すように
、ステップＳ３１８において算出した放電量を表示部１６７に表示し、その放電量を適切
な放電量としてユーザに推薦する（Ｓ３２４）。なお、図２８、図２９に示すように、放
電量の推薦値を放電量の欄に自動入力するボタンを設け、そのボタンを押下することでユ
ーザが放電量を容易に設定できるようにしてもよい。
【０１６８】
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　放電量を推薦した情報処理装置１６は、処理をステップＳ３２５（図２６を参照）へと
進める。ここでユーザは、推薦された放電量を実際に利用する放電量に決定するか否かを
判断し、その判断結果を情報処理装置１６に入力する。ステップＳ３２５へと処理を進め
た情報処理装置１６は、ユーザの判断結果に応じて、放電量の推薦値を実際に利用する放
電量に決定した場合には処理をステップＳ３３６（図２７）へと進める（Ｓ３２５）。一
方、ユーザが放電量の推薦値を実際に利用する放電量に決定しなかった場合、情報処理装
置１６は、処理をステップＳ３２６へと進める（Ｓ３２５）。
【０１６９】
　ステップＳ３２６に処理を進めた情報処理装置１６は、ユーザに対して放電量に関する
情報の入力を促す（Ｓ３２６）。ここで、ユーザは、所望の放電量を入力する。但し、放
電量の入力は、必ずしも数値入力に限らない。例えば、情報処理装置１６は、放電後に電
動移動体１が少なくとも到達可能な充電場所、又は電動移動体３が少なくとも到達可能な
充電場所を指定することで放電量が入力されるように構成されていてもよい。
【０１７０】
　放電量の指定を受けた情報処理装置１６は、バッテリ残量算出部１６２の機能を利用し
て電動移動体１の放電後バッテリ残量を算出する（Ｓ３２７）。なお、電動移動体１の放
電後バッテリ残量は、電動移動体１の放電前バッテリ残量から放電量を差し引くことで得
られる。電動移動体１の放電後バッテリ残量を算出した情報処理装置１６は、走行可能距
離算出部１６３の機能を利用して、電動移動体１の放電後走行可能距離を算出する（Ｓ３
２８）。なお、情報処理装置１６は、放電後走行可能距離に対応する走行可能時間を算出
してもよい。
【０１７１】
　電動移動体１の放電後走行可能距離を算出した情報処理装置１６は、エリア検索部１６
４の機能を利用して、電動移動体１の放電後到達可能エリアを検索する（Ｓ３２９）。電
動移動体１の放電後到達可能エリアを検出した情報処理装置１６は、充電場所検索部１６
５の機能を利用して、電動移動体１の放電後到達可能エリア内にある充電場所を検索する
（Ｓ３３０）。なお、放電後走行可能距離の算出方法、放電後到達可能エリア及び放電後
到達可能エリア内にある充電場所の検索方法は、放電前走行可能距離の算出方法、放電前
到達可能エリア及び放電前到達可能エリア内にある充電場所の検索方法と同様である。
【０１７２】
　電動移動体１の放電後到達可能エリア内に充電場所が存在する場合、情報処理装置１６
は、処理をステップＳ３３２（図２７）に進める（Ｓ３３１）。一方、電動移動体１の放
電後到達可能エリア内に充電場所が存在しない場合、情報処理装置１６は、処理をステッ
プＳ３２５に戻し、ステップＳ３２５以降の処理を再び実行する（Ｓ３３１）。
【０１７３】
　なお、ステップＳ３３１で充電設備が存在しないと判定された場合に、ユーザが処理終
了を選択できるようにしてもよい。また、電動移動体１の放電後到達可能エリア内に充電
場所が存在しない場合でも、電動移動体１の放電後到達可能エリア内に目的地が設定され
ている場合には、処理をステップＳ３３２に進めてもよいし、所定の警告メッセージを出
して、ユーザの指示を受けるようにしてもよい。
【０１７４】
　ステップＳ３３２（図２７を参照）へと処理を進めた情報処理装置１６は、バッテリ残
量算出部１６２の機能を利用して電動移動体３の放電後バッテリ残量を算出する（Ｓ３３
２）。なお、電動移動体３の放電後バッテリ残量は、電動移動体３の放電前バッテリ残量
に放電量を加算することで得られる。
【０１７５】
　電動移動体３の放電後バッテリ残量を算出した情報処理装置１６は、走行可能距離算出
部１６３の機能を利用して、電動移動体３の放電後走行可能距離を算出する（Ｓ３３３）
。なお、情報処理装置１６は、放電後走行可能距離に対応する走行可能時間を算出しても
よい。電動移動体３の放電後走行可能距離を算出した情報処理装置１６は、エリア検索部
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１６４の機能を利用して、電動移動体３の放電後到達可能エリアを検索する（Ｓ３３４）
。電動移動体３の放電後到達可能エリアを検出した情報処理装置１６は、充電場所検索部
１６５の機能を利用して、電動移動体３の放電後到達可能エリア内にある充電場所を検索
する（Ｓ３３５）。
【０１７６】
　なお、放電後走行可能距離の算出方法、放電後到達可能エリア及び放電後到達可能エリ
ア内にある充電場所の検索方法は、放電前走行可能距離の算出方法、放電前到達可能エリ
ア及び放電前到達可能エリア内にある充電場所の検索方法と同様である。電動移動体３の
放電後到達可能エリア内に存在する充電場所を検出した情報処理装置１６は、電動移動体
１、３について、現在地を基準とする地図、現在地、放電後走行可能距離（走行可能時間
）、放電後バッテリ残量、放電後到達可能エリア、その放電後到達可能エリア内に存在す
る充電場所等を表示部１６７に表示する（Ｓ３３６）。
【０１７７】
　このとき、表示部１６７には、地図、現在地、放電後走行可能距離、放電後バッテリ残
量、放電後到達可能エリア、充電場所等が表示される。また、表示部１６７には、放電前
走行可能距離、放電前バッテリ残量、放電前到達可能エリア等が併せて表示される。この
ように、放電前情報と放電後情報が併せて表示されることにより、放電前後における電動
移動体１の状況が容易に把握できるようになる。また、電動移動体１、３の双方について
、放電前情報と放電後情報が併せて表示されるため、放電前後における電動移動体１、３
の状態を考慮して放電量を指定することが可能になる。
【０１７８】
　なお、図２７のステップＳ３３５において充電場所が検出されなかったとしても、放電
処理を行うことはできる。これは、電動移動体１が供給できる上限の電力を電動移動体３
に充電しても、電動移動体３が最近充電場所に行けない可能性があるものの、充電するこ
とで多少なりとも充電場所に近づくことが出来、別の電動移動体から再度電力を受け取る
ことで、最終的に充電場所に到達できるからである。
【０１７９】
　ステップＳ３３６の表示処理が完了し、ステップＳ３３７へと処理を進めた情報処理装
置１６は、ユーザに対して放電の実行を促す（Ｓ３３７）。ここでユーザにより放電の実
行操作が行われた場合、情報処理装置１６は、処理をステップＳ３３８へと進める。一方
、ユーザにより放電の実行操作が行われなかった場合、情報処理装置１６は、処理をステ
ップＳ３２５（図２６）へと戻し、ステップＳ３２５以降の処理を再び実行する。但し、
ユーザにより終了操作が行われた場合には一連の処理が終了する。
【０１８０】
　ステップＳ３３８へと処理を進めた情報処理装置１６は、充放電制御部１４を制御して
、ステップＳ３２５で決定された放電量又はステップＳ３２６で指定された放電量の電力
をバッテリ１１から放電する（Ｓ３３８）。
【０１８１】
このようにして放電された電力は、電力線２を通じて電動移動体３に供給され、電動移動
体３のバッテリ３１に充電される。
【０１８２】
　以上、放電時における情報処理装置１６の動作フローについて詳細に説明した。上記説
明においては、電動移動体１を放電側、電動移動体３を充電側とし、放電側の情報処理装
置１６により放電量の指定や放電の実行操作が行われる構成について説明した。但し、表
示部１６７に表示される表示内容を充電側に表示したり、放電量の指定や放電の実行操作
を充電側で行うように変形することも可能である。また、情報処理装置１６にて実行され
る演算処理や通信処理を情報処理装置３６にて実行するように変形することもできる。さ
らに、これらの演算処理や通信処理を広域ネットワーク６に接続された外部のサーバによ
り実行させるように変形してもよい。
【０１８３】
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　［２－７：相互認証時の処理フロー］
　ここで、図３０を参照しながら、本実施形態に係る電動移動体１、３の間で行われる相
互認証時の処理フローについて説明する。図３０は、本実施形態に係る電動移動体１、３
の間で行われる相互認証時の処理フローについて説明するための説明図である。なお、電
動移動体１と電動移動体３は、認証用の共有鍵（認証鍵）を保持しているものとする。ま
た、電動移動体１、３間の相互認証は、実際には充放電制御部１４、３４間で行われるか
、或いは、情報処理装置１６、３６間で行われる。
【０１８４】
　まず、電動移動体１は、乱数Ｒ１を生成する（Ｓ１１）。次いで、電動移動体１は、乱
数Ｒ１、及び、自身の識別情報ＩＤ１を電動移動体３に送信する（Ｓ１２）。乱数Ｒ１、
識別情報ＩＤ１を受信した電動移動体３は、乱数Ｒ３を生成する（Ｓ１３）。次いで、電
動移動体３は、乱数Ｒ１、Ｒ３、識別情報ＩＤ１を用いて暗号文Ｅ３を生成する（Ｓ１４
）。そして、電動移動体３は、暗号文Ｅ３を電動移動体１に送信する（Ｓ１５）。
【０１８５】
　暗号文Ｅ３を受信した電動移動体１は、暗号文Ｅ３を復号する（Ｓ１６）。そして、電
動移動体１は、復号して得た乱数Ｒ１、識別情報ＩＤ１と、自身が保持する乱数Ｒ１、識
別情報ＩＤ１と、が同じであることをチェックする（Ｓ１７）。チェックが成功した場合
、電動移動体１は、セッション鍵Ｋを生成する（Ｓ１８）。一方、チェックが失敗した場
合、電動移動体１は、エラーを出力して相互認証に係る一連の処理を終了する。
【０１８６】
　チェックが成功し、セッション鍵Ｋを生成した電動移動体１は、乱数Ｒ３、Ｒ１、セッ
ション鍵Ｋを暗号化して暗号文Ｅ１を生成する（Ｓ１９）。そして、電動移動体１は、暗
号文Ｅ１を電動移動体３に送信する（Ｓ２０）。暗号文Ｅ１を受信した電動移動体３は、
暗号文Ｅ１を復号する（Ｓ２１）。そして、電動移動体３は、復号して得た乱数Ｒ１、Ｒ

３と、自身が保持する乱数Ｒ１、Ｒ３とが同じであることをチェックする（Ｓ２２）。
【０１８７】
　チェックが成功すると、電動移動体１、３間の相互認証が成功する。このようにして相
互認証が成功すると、電動移動体１と電動移動体３との間でセッション鍵Ｋが共有される
ことになるため、このセッション鍵Ｋを利用した安全な通信経路が確立される。一方、チ
ェックが失敗した場合、電動移動体３は、エラーを出力して相互認証に係る一連の処理を
終了する。以上、本実施形態に係る電動移動体１、３の間で行われる相互認証時の処理フ
ローについて説明した。
【０１８８】
　［２－８：ハードウェア構成例］
　上記の情報処理装置１６、３６が有する各構成要素の機能は、例えば、図３１に示す情
報処理装置のハードウェア構成を用いて実現することが可能である。つまり、当該各構成
要素の機能は、コンピュータプログラムを用いて図３１に示すハードウェアを制御するこ
とにより実現される。なお、このハードウェアの形態は任意であり、例えば、パーソナル
コンピュータ、携帯電話、ＰＨＳ、ＰＤＡ等の携帯情報端末、ゲーム機、又は種々の情報
家電がこれに含まれる。但し、上記のＰＨＳは、Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｈａｎｄｙ－ｐｈｏ
ｎｅ　Ｓｙｓｔｅｍの略である。また、上記のＰＤＡは、Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｄｉｇｉｔ
ａｌ　Ａｓｓｉｓｔａｎｔの略である。
【０１８９】
　図３１に示すように、このハードウェアは、主に、ＣＰＵ９０２と、ＲＯＭ９０４と、
ＲＡＭ９０６と、ホストバス９０８と、ブリッジ９１０と、を有する。さらに、このハー
ドウェアは、外部バス９１２と、インターフェース９１４と、入力部９１６と、出力部９
１８と、記憶部９２０と、ドライブ９２２と、接続ポート９２４と、通信部９２６と、を
有する。但し、上記のＣＰＵは、Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔの略
である。また、上記のＲＯＭは、Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙの略である。そして
、上記のＲＡＭは、Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙの略である。
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【０１９０】
　ＣＰＵ９０２は、例えば、演算処理装置又は制御装置として機能し、ＲＯＭ９０４、Ｒ
ＡＭ９０６、記憶部９２０、又はリムーバブル記録媒体９２８に記録された各種プログラ
ムに基づいて各構成要素の動作全般又はその一部を制御する。ＲＯＭ９０４は、ＣＰＵ９
０２に読み込まれるプログラムや演算に用いるデータ等を格納する手段である。ＲＡＭ９
０６には、例えば、ＣＰＵ９０２に読み込まれるプログラムや、そのプログラムを実行す
る際に適宜変化する各種パラメータ等が一時的又は永続的に格納される。
【０１９１】
　これらの構成要素は、例えば、高速なデータ伝送が可能なホストバス９０８を介して相
互に接続される。一方、ホストバス９０８は、例えば、ブリッジ９１０を介して比較的デ
ータ伝送速度が低速な外部バス９１２に接続される。また、入力部９１６としては、例え
ば、マウス、キーボード、タッチパネル、ボタン、スイッチ、及びレバー等が用いられる
。さらに、入力部９１６としては、赤外線やその他の電波を利用して制御信号を送信する
ことが可能なリモートコントローラが用いられることもある。
【０１９２】
　出力部９１８としては、例えば、ＣＲＴ、ＬＣＤ、ＰＤＰ、又はＥＬＤ等のディスプレ
イ装置、スピーカ、ヘッドホン等のオーディオ出力装置、プリンタ、携帯電話、又はファ
クシミリ等、取得した情報を利用者に対して視覚的又は聴覚的に通知することが可能な装
置である。但し、上記のＣＲＴは、Ｃａｔｈｏｄｅ　Ｒａｙ　Ｔｕｂｅの略である。また
、上記のＬＣＤは、Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙの略である。そして
、上記のＰＤＰは、Ｐｌａｓｍａ　ＤｉｓｐｌａｙＰａｎｅｌの略である。さらに、上記
のＥＬＤは、Ｅｌｅｃｔｒｏ－Ｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ　Ｄｉｓｐｌａｙの略である。
【０１９３】
　記憶部９２０は、各種のデータを格納するための装置である。記憶部９２０としては、
例えば、ハードディスクドライブ等の磁気記憶デバイス、半導体記憶デバイス、光記憶デ
バイス、又は光磁気記憶デバイス等が用いられる。
【０１９４】
　ドライブ９２２は、例えば、磁気ディスク、光ディスク、光磁気ディスク、又は半導体
メモリ等のリムーバブル記録媒体９２８に記録された情報を読み出し、又はリムーバブル
記録媒体９２８に情報を書き込む装置である。リムーバブル記録媒体９２８は、例えば、
ＤＶＤメディア、Ｂｌｕ－ｒａｙメディア、ＨＤ　ＤＶＤメディア、各種の半導体記憶メ
ディア等である。もちろん、リムーバブル記録媒体９２８は、例えば、非接触型ＩＣ（Ｉ
ｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）チップを搭載したＩＣカード、又は電子機器等で
あってもよい。
【０１９５】
　接続ポート９２４は、例えば、ＵＳＢポート、ＩＥＥＥ１３９４ポート、ＳＣＳＩ、Ｒ
Ｓ－２３２Ｃポート、又は光オーディオ端子等のような外部接続機器９３０を接続するた
めのポートである。外部接続機器９３０は、例えば、プリンタ、携帯音楽プレーヤ、デジ
タルカメラ、デジタルビデオカメラ、又はＩＣレコーダ等である。但し、上記のＵＳＢは
、Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｅｒｉａｌ　Ｂｕｓの略である。また、上記のＳＣＳＩは、Ｓ
ｍａｌｌ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅの略である。
【０１９６】
　通信部９２６は、ネットワーク９３２に接続するための通信デバイスであり、例えば、
有線又は無線ＬＡＮ、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）、又はＷＵＳＢ用の通信カード、
光通信用のルータ、ＡＤＳＬ用のルータ、又は各種通信用のモデム等である。また、通信
部９２６に接続されるネットワーク９３２は、有線又は無線により接続されたネットワー
クにより構成され、例えば、インターネット、家庭内ＬＡＮ、赤外線通信、可視光通信、
放送、又は衛星通信等である。但し、上記のＬＡＮは、Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗ
ｏｒｋの略である。また、上記のＷＵＳＢは、Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ＵＳＢの略である。そ
して、上記のＡＤＳＬは、Ａｓｙｍｍｅｔｒｉｃ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｕｂｓｃｒｉｂｅ
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ｒ　Ｌｉｎｅの略である。
【０１９７】
　＜３：まとめ＞
　最後に、本発明の実施形態に係る技術内容について簡単に纏める。ここで述べる技術内
容は、例えば、ＰＣ、携帯電話、携帯ゲーム機、携帯情報端末、情報家電、カーナビゲー
ションシステム等、種々の情報処理装置に対して適用することができる。
【０１９８】
　上記の情報処理装置の機能構成は次のように表現することができる。当該情報処理装置
は、バッテリの電力を利用して駆動する放電元及び放電先の電動移動体に関し、前記放電
元の電動移動体から電力の供給を受ける前記放電先の電動移動体に向けて前記放電元の電
動移動体のバッテリから放電される放電量に関する情報が入力されたとき、当該放電量が
前記バッテリから放電された場合を想定し、放電後に残った前記バッテリの電力を利用し
て前記放電元の電動移動体が移動可能な場所に関する情報を、放電前に表示する走行可能
情報表示部を有する。
　このように、放電前を実行する前に、放電後の電動移動体が到達可能な場所に関する情
報をユーザに提示することで、ユーザは、その情報を参照しながら適切な放電量を決定す
ることが可能になる。但し、到達可能な場所としては、例えば、充電設備が設置された充
電ステーションや目的地等がある。目的地には必ずしも充電設備が設置されていなくても
よい。なぜならば、他の電動移動体と待ち合わせ、その場所で他の電動移動体から電力の
供給を受けられれば、目的地が充電ステーションと同じ役割を果たすためである。このよ
うに、本実施形態の構成を適用すれば、放電後に、放電側又は双方の電動移動体が自走不
能になってしまうようなトラブルを避けることが可能になる。
　なお、上記の演算部１６０、表示部１６７は、走行可能情報表示部、範囲提示部の一例
である。また、上記の演算部１６０は、演算処理部、属性指定部の一例である。
【０１９９】
　以上、添付図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について説明したが、本発明は
係る例に限定されないことは言うまでもない。当業者であれば、特許請求の範囲に記載さ
れた範疇内において、各種の変更例または修正例に想到し得ることは明らかであり、それ
らについても当然に本発明の技術的範囲に属するものと了解される。
【０２００】
　例えば、上記の実施形態に係る説明において、地図上に表示される走行可能エリアを道
路上にハッチング（実際には色分けや模様分け等）で示したが、図３２に示すように、現
在地を中心とする円又は楕円にて表示してもよい。道路上にハッチング表示する場合、道
路の属性（例えば、通行止め、一方通行、制限速度、通学路、進入禁止等）を考慮して表
示できる利点があり、一方で、図３２の表示方法にすると走行可能距離が分かりやすくな
るという利点がある。また、図３２の表示方法にすると、走行可能距離の情報だけで走行
可能エリアを算出できるようになるため、表示の高速化に寄与する。もちろん、いずれの
表示方法にするかをユーザが設定できるようにする方が好ましい。
【符号の説明】
【０２０１】
　１、３　　電動移動体
　２　　電力線
　４、５　　無線端末
　６　　広域ネットワーク
　１１、３１　　バッテリ
　１２、３２　　駆動制御部
　１３、３３　　駆動部
　１４、３４　　充放電制御部
　１５、３５　　接続端子
　１６、３６　　情報処理装置
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　１６０　　演算部
　１６１　　通信部
　１６２　　バッテリ残量算出部
　１６３　　走行可能距離算出部
　１６４　　エリア検索部
　１６５　　充電場所検索部
　１６６　　記憶部
　１６７　　表示部
　１６８　　ユーザ入力部
　１６９　　本人確認部
　１７０　　二酸化炭素量算出部
　１７１　　料金計算部
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